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開議 午前１０時 ０分 

 

○議長（林 俊介） おはようございます。 

  ただいまの出席議員は22名、議会は成立いたしました。 

  これより本日の会議を開きます。 

 

 ──────────────────────────────────────────  

 

◎日程第１ 一般質問 

○議長（林 俊介） 日程第１、一般質問。 

  一般質問を行います。 

 

 ──────────────────────────────────────────  

 

◇ 伊 藤   保 

○議長（林 俊介） 通告順により、伊藤保議員、ご登壇願います。 

（５番 伊藤 保 登壇） 

○５番（伊藤 保） おはようございます。 

  ５番議員、公明党、伊藤保。議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い質問

をいたします。 

  震災から１年を過ぎ、復興計画もでき上がりました。歩いていると市民からさまざまな要

望をお聞きします。一番多い声は、何といっても防災への声です。東日本大震災以来、テレ

ビ等マスコミなどでも首都直下型地震、房総沖の活断層の発見、東南海地震など報道され、

不安をあおるような中、防災に対しての意識はかなり高くなっております。 

  災害に対しては、自助、共助、公助が大切になってきますが、その中でも自助が最も重要

視されています。自分の身は自分で守る、ふだんからの避難準備、避難ルート、家族の落ち

合う場所など、あらかじめ決めておくことが大事です。一方で、行政の役目として耐震を図

りながら避難所の整備、公共施設の人が多く集まる場所での点検などをして、被害を拡大さ

せないことが大事な仕事だと考えます。 
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  昨年の３月11日、東京の九段会館の天井落下事故がありました。建物そのものの耐震はあ

っても、天井や照明器具など非建造物の耐震化がクローズアップされました。 

  そこで、１点目に耐震について。 

  体育館、学校その他の公共施設の天井、照明取り付け器具やガラスといった非建造物の耐

震は大丈夫なのか伺います。 

  ２点目は補助金について。 

  国・県の補助金が各市町村に来ますが、各市町村同一事業の補助額に違いがあります。こ

の質問は以前、子宮頸がんワクチン接種でも対象学年が近隣と違うとの質問がありましたが、

主なものに子ども医療費、障害者グループホーム等入居家賃補助、成人肺炎球菌ワクチン等

の補助等があります。財政規模が違うというだけの理由なのでしょうか、伺います。 

  ３点目、消防車両配備について。 

  今、総務省消防庁で、昨年の大震災後、機動力を発揮する消防バイクの運用を模索してい

ます。配備台数と車種、運用方法や体制、積載機材など消防バイクの全国的な実態調査を実

施していますが、この消防バイクの導入は考えているのか伺います。 

  ４点目に予防ワクチンについて伺います。 

  生後６か月から５歳までに95％以上の乳幼児がロタウイルス胃腸炎に感染します。衛生状

態などは関係なく、先進国でも発展途上国でもほぼ変わりません。ウイルスとしてはインフ

ルエンザと同じように幾つかの型があり、毎年冬から春にかけて流行します。感染力の強さ

もインフルエンザと同様です。インフルエンザに対しては、タミフルなどの抗ウイルス薬が

できましたが、ロタウイルスについては現在のところ特効薬はありません。安静にして、脱

水を防ぐために水分補給を十分にすることなどの対処方法しかありません。昨年11月21日、

日本でもワクチンが販売されました。このロタウイルスワクチンについてお尋ねいたします。 

  以上、４項目４点について質問をいたします。再質問は自席で行います。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の一般質問に対し、答弁を求めます。 

  庶務課長。 

○庶務課長（横山秀喜） それでは、議員の避難所となる、または人が多く集まる公共施設の

非構造部の耐震化はどうかといったご質問に対して、庶務課のほうからは小・中学校の避難

所として指定されています体育館、これらにつきまして回答を申し上げます。 

  建築物における柱やはり、壁、基礎などを構造体と言いまして、外壁や天井材、内装、屋

根材や設備機器等、これを非構造部材というふうに呼びますが、今回の東日本大震災で被災
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した市内の建築物被害のほとんどが非構造部材でした。 

  ご案内のとおり、小・中学校の校舎等の耐震化率というのは94.52％ということで、耐震

化は進んでおりますが、それ以外のいわゆる非構造部の耐震化ということに関しましては、

まだまだ対応、点検等が必要だというふうに考えております。 

  今回、震災で被災しました体育館のうち、滝郷小体育館の天井が最も大きく被災しました

が、国庫補助事業において災害復旧工事を実施しており、この復旧工事の中で天井下地材の

揺れどめを補強するなど、耐震化対策を実施いたしました。また、天井吊りの器具等で被害

があった箇所については、専門業者による安全点検を実施いたしました。そのほか被害のな

かった施設においては、天井材の破損の有無など、目視による点検を実施したということで

あります。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（髙野晃雄） 公民館等における耐震状況についてお答えいたします。 

  生涯学習課所管の主な市内避難施設は、海上公民館、干潟公民館、それにいいおかユート

ピアセンターの３施設となっております。 

  施設の天井や取り付け器具などの耐震状況につきましては、昨年発生の東日本大震災以降、

職員が目視で確認しており、いずれも問題のない状況と判断しているところであります。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 健康管理課長。 

○健康管理課長（髙山重幸） それでは、２番の補助金についてと４番、予防ワクチンについ

てお答えいたします。 

  まず、高齢者肺炎球菌ワクチンについてお答えいたします。 

  高齢者肺炎球菌ワクチンの助成につきましては、人口減少対策の一環としまして今年度か

ら始まったもので、予防接種法に基づかない任意の予防接種であります。 

  接種料金は8,000円程度であり、70歳以上の方を対象に3,000円の助成を行っております。

近隣市の助成状況は銚子市、匝瑳市、山武市が対象年齢75歳以上、助成金額2,000円。香取

市、対象年齢が65歳以上、助成金額1,000円となっております。 

  近隣市と助成額及び対象年齢が違うのは、予防接種法に基づかない任意予防接種であり、

各市の施策として行っているため、違いがあるものであります。 

  続いて４番の予防ワクチン、ロタワクチンについてお答えいたします。 
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  ロタウイルスワクチンは、ロタウイルスによる胃腸炎を予防するものであります。ロタウ

イルスは乳幼児がかかりやすく、感染力が強く、５歳までにほとんどの子どもが一度は経験

すると言われています。 

  症状は突然の嘔吐、発熱、水溶性下痢を起こします。初めて感染したときに重症化しやす

く、３か月から６か月児ごろで特に注意が必要となります。 

  ロタウイルスワクチンは、日本では平成23年７月と平成24年１月に承認され、現在２種類

のワクチンがあります。 

  接種方法は経口接種で、ワクチンの種類により２回、または３回の接種となります。 

  現在は、予防接種法に基づくものでないので任意予防接種となり、接種費用は個人負担と

なります。１回当たり１万5,000円程度となっております。 

  以上が、ロタウイルスワクチンについての状況であります。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 社会福祉課長。 

○社会福祉課長（渡辺輝明） それでは、県と併せて実施する補助事業であるにもかかわらず、

市町村によって助成額が違うのはなぜかというご質問にお答えいたします。 

  社会福祉課の所管事業では、障害者グループホーム等利用者家賃助成事業が該当いたしま

す。この事業は、障害者がグループホーム等を利用する際の家賃負担を助成するものでござ

います。助成額は、家賃から国の制度によって給付される給付金の１万円を差し引き、実質

的に負担する金額の２分の１を助成するものです。この助成額の上限を旭市では5,000円と

定めておりますが、千葉県の基準では上限を２万円と定めており、差異が生じております。 

  本市が助成額の上限を定めている理由、低く定めている理由でございますが、まず本市の

障害者が利用するグループホーム等の家賃が低く、ほとんどの障害者が受給する助成額に差

異が生じていないことが挙げられます。 

  具体的に申し上げますと、旭市の助成対象者の家賃の状況は平均額が１万8,800円余りで、

市内及び海匝圏域にあるグループホームを利用する障害者の約90％が家賃２万円以下です。

この場合、県の基準と市の基準ともに助成額が同額となり差異が生じません。また、本市内

にグループホーム等の施設が充実していることから、市民の利用者が多いため、近隣市町と

比べて本市の財政負担が大きいことが挙げられます。 

  具体的に申し上げますと、昨年10月１日現在で海匝圏域に設置されているグループホーム

等の入居者の定員数は162名、このうち旭市に所在する定員数が129名と約80％が本市内に集
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中しております。 

  このことから、必ずしも利用者が旭市民とは限りませんが、本市の利用者が近隣市町に比

較して多いため、負担が多いということでございます。 

  このほか、家賃助成事業の受給をする障害者が全体の障害者の中で割合が低いことや、家

賃助成を受けられない多くの在宅の障害者の方等を考慮いたしますと、現行の助成基準とい

うことでご理解をいただければと思います。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（佐久間隆） それでは、子育て支援課が所管いたします子ども医療費助成

について、事業によって助成対象年齢並びに自己負担額の差があるのはなぜかとのご質問に

お答えいたします。 

  子ども医療費助成制度は都道府県の独自の事業で、県と市町村が半分ずつ費用を負担して

おります。国の事業でないため、各都道府県で内容が異なっております。県内でも市町村に

よって助成の対象や自己負担額が異なり、個々の取り組みを実施しております。 

  本市での子ども医療費助成事業は、県の制度から所得制限をなくした形で運用しておりま

す。自己負担金については、県基準に準じて、非課税世帯及び市民税均等割のみの課税世帯

は無料、課税世帯については入院１日につき300円で、食事、療養費は無料としております。

通院は受診１回ごとに300円で調剤費は無料としております。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 消防長。 

○消防長（佐藤清和） では、赤バイの配備についてお答え申し上げます。 

  消防用バイク、通称赤バイですが、誕生したのは交通渋滞が著しく、消防車の災害現場到

着の遅れが問題視され、昭和41年に大阪市で運用を開始されました。その後、各都市で配備

が進められたものですが、さらなる交通事情の悪化により危険性が増大し、配備が進まなく

なった経緯があると言われています。 

  しかし、平成７年に発生した阪神・淡路大震災において、災害現場にて活用できるバイク

の特性が見直され、消防用バイクの導入を進める消防本部が増えてきていると言われており

ます。 

  現在は、災害対応の消防用バイクと救急対応の消防用バイクがございます。 

  以上です。 
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○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） まず、この非構造物の耐震なんですけれども、今まで検査、目視でやっ

ているところと、それからきちっと文科省から来ているものがあると思う。マニュアルとか

そういったのはできているのでしょうか、お聞きします。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  庶務課長。 

○庶務課長（横山秀喜） 現在の点検方法といいますのは、学校保健安全法に基づく学校現場

での目視で異常等が発見された場合には、設置者である庶務課のほうに連絡があり、その都

度対応しているという状況をとっています。 

  議員ご指摘の今後のいわゆるマニュアル等についてどうしていくかというようなご質問だ

と思いますけれども、今、申し上げました学校職員による日常点検、災害時の緊急点検、こ

れは学校保健安全法第27条ということで決められてございます。それに基づく点検、それか

ら庶務課職員による点検、さらには建物によっては建築基準法第12条に基づく調査・点検・

報告というのがあります。 

  ただし、建築基準法に基づくこの点検につきましては、学校の校舎で該当する建物があり

ますけれども、旭市の場合、体育館が面積要件以下ですので、この建築基準法に基づく検査

は実施しておりません。 

  今後ということですけれども、文部科学省が示しています耐震化ガイドブックというのが

ございます。この中に学校での点検はどういうマニュアルに基づいて点検するか、学校の設

置者である市は、どういうマニュアルでどういう検査項目に基づき点検するかというのは、

きちっと定めてございます。 

  これらを重視しまして徹底して学校での現場、それから設置者である市、それからさらに

異常があれば、専門家による点検実施というような形でルール化をしまして実施していきた

いなというふうに考えています。 

  その結果ですが、改修が必要と判断した施設につきましては、優先度を考慮しながら計画

的に改修していきたいというふうに考えていますので、よろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 生涯学習課長。 

○生涯学習課長（髙野晃雄） 生涯学習課の所管の施設について、今後どのようにしていくか

というご質問だと思いますけれども、基本的には庶務課と同じ考え方になりますが、生涯学

習課の施設についてはそういう点検マニュアルですか、そういうものは指示されておりませ
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んので、学校に来ておりますそういうマニュアル、それに準じて点検をしていきたいと思っ

ております。また、建築基準法に基づく特殊建築物の定期検査については、公民館等におき

ましては２年に一度検査をするようになっておりまして、たまたま今年５月に全部の施設検

査いたしましたが、特に問題は発生しておりませんでした。今後も引き続き、点検に注意し

ていきたいと思っております。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） 今、お聞きしましたけれども、マニュアルのほう、きちっと作っていた

だいて、なるべく２年に一遍とか、定期的にやっていただきたいなと、このように思います。

事故が起こったときでは間に合いませんので、ぜひ公民館等は、文科省のマニュアルに沿っ

た形でよく相談しながらやっていただきたいと、このように思います。 

  次の質問に移ります。 

  次ですけれども、補助金の質問ですけれども、子ども医療費ですけれども、子どもの人口、

これ低いのと多いところとあると思うですけれども、旭市というのはどのぐらいの人口があ

るんでしょうか。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  子育て支援課長。 

○子育て支援課長（佐久間隆） ただいまの質問ですけれども、お答えいたします。 

  旭市、今、小学校３年生まで入院、通院とも助成対象しておりますけれども、現在5,085

人です。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） グループホームのほうと、それから肺炎球菌ワクチンですか、これはよ

く説明してくださってわかりましたけれども、この子ども医療費の助成ですけれども、これ

県のほうで今年制度が変わりますね。そうすると中学までほとんどの市町村が、中学３年ま

で300円、あるいは200円という形になると思うんですけれども、旭市の場合にこれ見ると所

得制限があったのがなしに変わっただけという形になると思うんですけれども、この辺のと

ころはどのように考えているんですか。これだけで終わりなんでしょうか。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  子育て支援課長。 

○子育て支援課長（佐久間隆） 今、自己負担金200円と300円がございます。200円の自己負

担金をいただいている市町村は、平成22年12月改正前の県基準を据え置いたものと思われま



 

－174－ 

す。当市の場合は、県基準に準じまして300円をいただくと、徴収するということになりま

す。 

  それで、全く無料という市町村は36市中６市ございます。200円の市町村は17市です、約

47％。300円、13市で一応36％となっております。 

  県の改正、今年の12月から県が中学校３年生まで確かに拡充されます。次の伊藤房代議員

のほうでも同じ質問があるので、そちらでお答えしようかと思いましたけれども、12月の診

療分から市も拡充したいと予定しております。９月の第３回の定例市議会、９月の議会に補

正予算を計上しますので、ご審議のほどお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） 次の伊藤房代議員のほうでまたやるということなので、次の質問に移ら

せていただきます。 

  次に、車体前方に赤色灯とサイレンが装備された緊急走行が可能で、初期消火などに対応

するために後方に小型消火器２本と簡易救急キットを装備した消防バイクの導入についてで

すけれども、埼玉県の草加市消防本部では、初期消火や被害情報収集に効果があるとして

2005年３月から３台が導入されています。 

  砂利道とか岩場など、走行しやすいオフロードバイクで最大の特徴である機動力を生かし

て、渋滞や倒壊建物、道路陥没などで交通網が寸断され、通常車両が走行できない状況下に

出動し、被害状況の情報収集を行うことが主な役割だそうですけれども、１分１秒を争う災

害時に正確な情報をもたらす消防バイクの存在というのは、非常に大きいと思うんです。 

  こうした機動力は、昨年の東日本大震災発生当時も発揮され、次々に飛び込んでくる119

番通報の対応に追われる中で、午後４時ごろ、署員３人が消防バイクで約１時間にわたって

市内を巡回し、被災状況の掌握に貢献したそうなんです。 

  また、1991年、これはかなり前ですけれども、３月に発生した山林火災をきっかけに、消

防バイクを導入した茨城県日立市消防本部では、山林火災の際の現場の特定、それからポン

プ車両の進入ルートの掌握・伝達などの役割を狭い林道でも走行可能な消防バイクが担って

いるということでした。 

  東京消防庁、先ほどおっしゃいましたけれども、1997年から消防バイクを導入して、現在

20台を都内各所に配備しています。このバイク隊というのは、クイック・アタッカー隊と言

うそうなんですけれども、これ60人の隊員で構成されているそうです。 
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  首都高速、道路上での車両火災とか、都心部ならではの事故や火災に対して、いち早く現

場に急行して、初期消火活動を行うことなどが主な任務で、装備は消化能力に優れ、持ち運

び可能な可搬式消火器具を搭載していることが大事な特徴だということです。この消防バイ

クの導入の検討というのは考えてはどうでしょうか、伺います。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  消防長。 

○消防長（佐藤清和） それでは、お答え申し上げます。 

  県内の消防本部に赤バイの配備状況を聞き取りまして、現在２消防本部で配備されている

状況であります。当消防本部での配備計画でありますが、現時点では導入は考えておりませ

ん。現在運用している消防本部での運用方法、出動状況などを参考に研究し、検討していき

たいと考えています。 

  また、バイクの特性ですが、渋滞する道路ですとか、高速道路、あるいは山間部等を一般

車両といいますか、緊急車両、消防車両が進入が難しいところではより効果を発揮すると思

われますが、当市の場合は山間部ということもございませんし、有料道路、高速道路等もご

ざいません。緊急車両で通行が可能だと考えておりますので、現在は先ほど申しましたけれ

ども、導入は考えておりませんが、今後研究してまいりたいと思います。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） ぜひ研究していただいて、検討をしていただきたいと思います。 

  匝瑳市に２台ほど赤バイあるんですね。その使用状況というのは、どういうふうになって

いるのかお聞きしたいと思います。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  消防長。 

○消防長（佐藤清和） 匝瑳市のバイクですけれども、現在５台配備されております。それで、

災害・火災等の出動の実績はございません。現在はイベント、例えば交通安全週間のパトロ

ールですとか、そういうときに警察車両と一緒にとか、そういう場合に展示を兼ねましてや

っているという状況であります。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） 研究をしていただいて、もし採用になればまたちょっと違うと思う。環

境がうちのほうと、またあるところではちょっと違うでしょうから、その辺は考慮しており

ます。 
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  次の質問に移らせていただきます。 

  次はロタウイルスですけれども、この幼児の急性胃腸炎の中で、最も入院が必要になる原

因として多いのがこのロタウイルスですけれども、このさらに合併症として、脳炎や脳症に

も比較的多く、幼児の場合には原因の第３位を占めているということです。 

  世界的に見ると重篤な脱水症状や脳炎によって、ロタウイルスで死亡する子どもは毎年50

万人以上になるということなんです。日本では、毎年80万人の乳幼児がロタウイルス胃腸炎

で受診しています。その約１割が入院、死亡例も報告されているわけでございます。 

  このワクチン２回接種、先ほどおっしゃいましたけれども、２回の接種が必要で費用３万

円ぐらいかかるんですけれども、これ高額になります。 

  それに対して、栃木県の大田原市、ここが接種費用の半額助成を始めたんです。それから、

東日本大震災の被災地の大船渡市、それから陸前高田市、それから住田町ですか、無料接種

を実施して、感染拡大を防止する取り組みが行われているということです。 

  今年には、名古屋市が助成を行うと発表して、東京では渋谷区が助成を始めるなど、予算

に計上したというところなんですけれども、我が旭市でも予防接種の周知徹底を図るととも

に、この接種に対して公費助成ができないか伺います。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  健康管理課長。 

○健康管理課長（髙山重幸） 対象者につきましては、年間で約600人程度になる見込みであ

ります。現在千葉県内での公費負担としている自治体はありませんが、全国的には22の団体

で行っているようであります。 

  公費負担につきましては、現時点では考えておりませんが、今後、国及び県内の動向を注

視していきたいと思っております。 

  以上であります。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） ヒブワクチンとかいろいろ早目に早目に助成をお願いしたいということ

でお願いしていますけれども、やはり行政の政策の話題というのは、非常に大事になってく

ると思うんです、県下でも、それから全国でも。これを知らされてくるわけですけれども、

そうした中でやはり国がまだ厚生労働省のほうで公費助成しないというのであれば、地方の

自治体からやはり声を上げていかなければならないと思うんです。そうしたところでは、や

はり非常に大事になると思います。 
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  この方向性というのは、やはり各市町村の首長の政策によって大きく変わってくるのかな

ということもありますので、その辺やはり大事な未来を担う子どもたちの命ですから、やは

りそういった子育てのことも考えますと、やはりこれは大事な案件じゃないかなと思うんで

すけれども、その辺のところはどのように考えているのかお聞きします。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 確かに議員おっしゃるとおり、少子化に歯どめをかけるという部分で必

要な部分があると思います。旭市でも、今回、子ども医療費、中学３年まで12月からという

ような予定もしておりますし、いろいろなワクチンの補助についてもご理解をいただきなが

らやっているところであります。 

  今、千葉県の市長会でも、全国にも要望事項として出してはおりますけれども、予防接種

が法律化、義務化されますと、国で全部持ってくれればいいんですけれども、国でこれやれ、

あれやれと言っても地方自治体の中では、それだけの財力、平均したものがあるのかどうか

という部分もありますし、国に予防ワクチン、全部法令化してやるということになれば、そ

れだけ全部国で持ってくれというような要望を、今、千葉県の市長会で出しているところで

ありますので、そういった動向も踏まえながら、今後検討して、研究していきたいと、そん

なように思います。よろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員。 

○５番（伊藤 保） 早くこれを何とか実施できないものかなと思いますので、今、明智市長

おっしゃったとおり、国がしっかりと、我が国というのはワクチンの制度というのは非常に

遅れているんですね、欧米よりも。 

  ですから、このワクチンの補助制度がしっかりと確立されれば、旭市でも実施できるとい

うことですので、早い時期に実施していただきたく、私の一般質問を終わります。 

○議長（林 俊介） 伊藤保議員の一般質問を終わります。 

 

◇ 伊 藤 房 代 

○議長（林 俊介） 続いて、伊藤房代議員、ご登壇願います。 

（８番 伊藤房代 登壇） 

○８番（伊藤房代） 議席番号８番、伊藤房代です。 

  平成24年第２回定例会におきまして一般質問の機会をいただき、誠にありがとうございま
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す。 

  今回私は大きく分けて４点の質問をさせていただきます。 

  まず１点目、児童福祉について、２点目、高齢者福祉について、３点目、放置自転車の整

備について、４点目、仮設住宅入居者のアンケートの結果について質問いたします。 

  まず１点目、児童福祉について。 

  （１）通学路の安全対策について。 

  現在、車の暴走による事故死が増えています。京都や兵庫など主要都市で、子どもの集団

登下校中の児童に車がぶつかり、死亡する事故がありました。集団で行動していたので安心

していた中に、急に車が突っ込んできたのでしょう。集団での登下校を中止にした学校もあ

るそうです。 

  旭市としては、集団にて登下校の地域があるのでしょうか、質問いたします。また、登校、

下校のときの車の進入禁止の道路は徹底されているのか質問いたします。 

  （２）避難訓練を日常化できないか。 

  釜石市での小学校で、日常から児童に対して災害時を想定して、授業として、もしものと

きはどう逃げたらよいかと、丘の上にこの道路を通って避難するということを習慣づけてい

た小学校の子どもたちは、地震で津波のとき、全員が日常的に訓練されているので、全員無

事であった小学校がありました。 

  その違った例では、津波が来るとのことで子どもたちを校庭に集め、安全の道路を探して

からという会議に時間がかかり、全員が波にさらわれたという小学校がありました。極端な

例ではありますが、日ごろからの訓練が、いかに大事かがあらわれました。 

  旭市としては、日常的な訓練はしているのでしょうか。授業に組み入れられないか質問し

ます。 

  （３）中学３年生まで医療費を無料にできないか。 

  旭市では、小学３年生まで医療費が無料になっています。現在、中学生で子宮頸がんが急

増していると聞いています。早期に発見、早期に治療すれば、妊娠も可能と言われています。 

  東京では、子宮頸がんの検診も無料券を発行し、医療費も無料となっております。我が旭

市としても子宮頸がん検診のみならず、医療費の無料化を中学３年生までできないか質問い

たします。 

  ２点目、高齢者福祉について。 

  （１）孤独死の急増を防ぐための対策を考えてはどうか。 
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  近年、高齢者のひとり暮らしの方の孤独死の報道が増えています。高齢化の時代になり、

ひとり暮らしが増え、隣近所との付き合いも少なく、誰にも知られず亡くなってしまう人が

増えています。特に都会では多いようです。 

  その対策として、老人会の組織、グループなど、日ごろから連携を取り合い、声をかけ合

えるように積極的な活動をできるように取り組んでいけないか質問いたします。また、旭市

では、どれくらいのひとり住まいの方がおられるのか質問いたします。 

  対策として、近所づき合いを大切に、回覧板を回すとか、民生委員が毎週でも訪問をする

とか、考えられないか質問いたします。 

  （２）オレオレ詐欺もしくは詐欺まがいの商品販売の防止の徹底はできないか。 

  いまだにオレオレ詐欺でお金を振り込む高齢者がいるようです。東京でも還付金を受け取

れるから先に支払いなさいとか、言葉巧みにだまされるようです。また、産地直送のカニを

送りますからとかで送ってきた商品は、１匹1,000円程度のものを3,000円とか5,000円とか

で振り込ませるという手口で販売しているようです。 

  防災無線とかで毎日のように放送し、注意することができないか質問いたします。また、

銀行にも注意するよう、声をかけられないか質問いたします。 

  ３点目、放置自転車の整備について。 

  （１）干潟駅の横に自転車が放置され、また駐輪しています。自転車の駐輪する場所を整

備して、空き地の利用を考えられないか質問いたします。 

  ４点目、仮設住宅入居者のアンケートの結果について。 

  （１）仮設住宅へ入居されている方の今後の希望について。 

  前回、３月、第１回定例会で質問をした仮設住宅へ入居している人の延長を希望するか、

また市営の住宅への住みかえを希望するかというアンケートをとり、その結果、延長か市営

住宅への斡旋をするとか、または家を建て替えることを希望する人には、住宅ローンの紹介

をし、低利子で貸しつけるとかの対策を考えなければなりません。 

  どのようなアンケートの結果が出たのか質問いたします。 

  以上で、１回目の質問を終わります。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の一般質問に対し、答弁を求めます。 

  学校教育課長。 

○学校教育課長（菅谷充雅） それでは、ただいまの伊藤議員のほうからご質問のございまし

た１番の（１）の通学路の安全対策、登下校の部分と、あといわゆる進入禁止の道路への徹
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底化ということと、それからあと（２）番の避難訓練についてお答えをさせていただきます。 

  最初に、朝、帰りの登下校の状況でございますが、現在、小学校市内15校の学校のうち、

何らかの形で朝の集団登校を実施している学校は６校でございます。内訳は、毎日実施して

いる学校が５校、それからあと、定期的に実施している学校が１校でございます。 

  それからあと帰りのほうでございます。集団下校のほうでございますが、これはすべての

小学校15校が実施しております。内容ですが、毎日実施している学校が６校、定期的に実施

している学校が３校、適宜実施している学校が６校でございます。 

  なお、旭市におきましては、今年になってから通学路、あるいは登下校の見直し等を実施

している学校もございます。 

  それから続きまして、いわゆる進入禁止道路への徹底化という部分でございますが、最初

に学校周辺の進入禁止等の交通規制の状況につきましては、こちらのほうでしっかり把握を

しております。 

  それで、教育委員会サイドといたしましては、通学時間におけますそういった進入禁止区

間の徹底について、学校や保護者から保護者や地域の住民に対しまして協力を呼びかけてい

るところでございます。 

  それからあと、学校周辺の規制につきましては、基本的にはまず地域住民の方々のご理解、

ご協力のもと、道路管理者と地元警察とが協議いたしまして、千葉県公安委員会の決定がさ

れまして道路標識が設置されると、進入禁止などの交通規制が行われると、このように理解

しております。 

  なお、現在、文部科学省からの通知がございまして、通学路の危険箇所の調査をしている

ところでございます。 

  それからあと、道路の安全については、市のほうで第９次旭市交通安全計画が定められて

おりますので、そういったものに基づきまして、教育委員会といたしましてもさらに安心・

安全の実現に向けて要望していきたいと考えております。 

  続きまして（２）番の避難訓練の日常化という部分でございますが、まず本市におきまし

ては、夏季休業中を除きまして、地震、火災、あるいは津波に対する訓練の実施回数は平均

いたしますと年間５回から６回ぐらいとなっております。毎月実施している学校は６校でご

ざいます。２か月から３か月に１回以上実施している学校は５校、それからそのほかの学校

につきましては、ほぼ学期に１回程度実施しておりますが、避難方法や経路を児童・生徒に

確認させ、周知するために、すべての学校が５月までに１回目の避難訓練を実施しておりま
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す。 

  また、海に近い学校を中心に９校が津波対応の訓練を実施しておりまして、多くの学校が

行事と併せまして、引き渡し訓練を実施しております。あとそのほか、ほとんどの学校で不

審者対応の訓練も実施しております。 

  あと、先ほど授業のことがございましたが、教育計画により実施されております避難訓練

は、授業時間中に行事として行われておりまして、規模によっては２単位時間、つまり２時

間を要する場合もございます。 

  あとそれ以外に、日常化にさらに近いと思うんですけれども、通常の避難訓練のほかにワ

ンポイントでの避難訓練を実施とか、あるいは計画をしております。ワンポイントの避難訓

練というのは、授業中だけではなくて休み時間や清掃時間など、学校生活のさまざまな場面

を通して、短時間で実施できるために、２回目以降の避難訓練のあり方として非常に有効で

あると、このように考えております。 

  このように各学校で避難訓練のあり方を工夫して、訓練の日常化を図ることで防災意識を

高める取り組みを進めております。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 市民生活課長。 

○市民生活課長（斉藤 馨） それでは、伊藤議員の通学路の安全対策についてということで、

進入禁止の道路について申し上げます。 

  進入禁止の道路、交通規制のある道路でございますけれども、警察において、そういう道

路については、交通指導取り締りを行うということになっております。仮に市のほうに対し

ましてそういう違反車両の走行等が通報があった場合においては、警察にパトロールカーの

警らを、巡回ですね、の強化を要望して、悲惨な事故が起きないよう、また児童が交通事故

に遭わないようしたいと考えております。 

  なお、先ほど学校教育課長のほうからもありましたけれども、学校周辺の交通規制のある

道路では、現状において事故が発生していないということから、徹底されているのではない

かと考えております。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（佐久間隆） それでは（３）の中学校３年生まで医療費を無料にできない

かとのご質問にお答えさせていただきます。 
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  子ども医療費助成事業は、ご承知のとおり、県基準が改正され、今年の12月診療分から入

院医療費のみ、小学校３年生から中学校３年生まで対象年齢が拡大されてきました。 

  本市といたしましても、お金の心配をせずに医療が受けられるということは、子育て支援

をしていく上で必要なことと考えております。子育て世帯の経済的負担が大きい入院医療費

に対する拡充について、県基準に準じて12月診療分から実施することといたしました。 

  なお、通院医療費については、県及び既に実施している先進市の動向を見ながら検討して

まいりたいと考えております。 

  また、自己負担金については非課税世帯及び市民税均等割のみの課税世帯を除いて、県に

準じて300円（入院１日、通院１回）ごとを負担いただいておりますが、本事業を長期安定

的な制度として維持していくためには、現行の自己負担金300円は必要と考えておりますの

でご理解いただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 健康管理課長。 

○健康管理課長（髙山重幸） それでは（３）の中学３年生まで医療費を無料化にできないか

で、子宮頸がん対策についてお答えいたします。 

  子どもたちの疾病予防と保護者の経済的負担の軽減を図るため、子宮頸がんワクチン予防

接種費用を、中学１年生から高校１年生までを対象に助成しているところであります。 

  また、子宮頸がん検診につきましては、20歳以上を対象として実施しているところで、20

歳から40歳までの５歳刻みによる節目の方に対しましては、検診無料クーポン券を発行し、

受診を勧奨しているところであります。 

  子宮頸がんワクチン接種による予防並びに子宮頸がん検診による早期発見・早期治療を図

っていきます。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 高齢者福祉課長。 

○高齢者福祉課長（石井 繁） それでは、２番の（１）孤独死の急増を防ぐための対策を考

えてはどうかとのご質問にお答えいたします。 

  孤独死の急増を防ぐための対策とひとり暮らし高齢者世帯の状況でございますが、高齢者

福祉課で把握している65歳以上のひとり暮らし高齢者世帯は858世帯で、そのうち75歳以上

は727世帯であります。 

  また、75歳以上の高齢者のみの世帯206世帯と合わせ、全体で1,064世帯を登録してござい
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ます。 

  次に、高齢者の孤独死を防ぐ対策でございますが、地域の民生委員や社会福祉協議会など

と連携協力を図りながら、訪問等によるひとり暮らし高齢者等の見守りを実施いたしており

ます。 

  高齢者福祉課には直接相談や情報提供があった場合でございますが、こういった場合には

包括支援センターの保健師が訪問いたしまして、日常生活の困りごとや悩みごとの相談に応

じ、心身の状況等を確認し、生活支援に努めております。 

  そのほかの対策といたしましては、見守りや安否確認を兼ねた高齢者への配食サービス、

ひとり暮らし高齢者への緊急通報装置の設置等を行い、高齢者の孤立防止に努めております。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 商工観光課長。 

○商工観光課長（堀江隆夫） それでは、議員ご質問のオレオレ詐欺、あるいは詐欺まがいの

商品販売の防止、これにつきましてお答えをさせていただきます。 

  ご承知のように、オレオレ詐欺等の振り込み、これにつきましては、大きく分けて四つあ

るというふうに言われております。 

  一つ目はオレオレ詐欺、２点目は架空請求詐欺、あるいは３点目は融資保証金詐欺、さら

には４点目としまして還付金詐欺、いろいろな手口があるわけでございます。被害の大半は

高齢者、あるいは女性となっております。ご質問の中にありましたように防災無線、これを

通じました未然防止策、これにつきましては、現に既に旭警察署が注意喚起等を行っておる

ところであります。 

  また、勝手に商品を送りつける方法の中で、最近は特に被災地を装う、または産地直送を

うたい文句にして商品を送るケースがある、こういうことで聞いております。 

  市としましては、このような悪徳商法にだまされない、あるいは振り込め詐欺の手口、こ

ういうものを市の広報誌によります消費生活センターだより、これはホット通信ということ

で、毎月15日の発行の広報誌になっております、この中に随時掲載を行う、あるいは随時啓

発活動の充実を図りながら未然防止に努めているところであります。 

  ご指摘の防災無線の使用につきましては、新しい新種の悪徳商法、振り込め詐欺等は地域、

あるいは期間を限定して、ねらい撃ち的に行っているケースが多い。そういうようなことで、

情報が入り次第、旭警察署と連携して注意喚起の放送をしたい、そういうふうに考えており

ます。 



 

－184－ 

  また、金融機関での注意喚起のご質問をいただきました。既に市内金融機関防犯連絡協議

会の中で警察署等からの指導に基づきまして、窓口に振り込む前に確認をという、こういっ

たポスターの掲示、さらには高齢者、あるいはまとまった金額の振り込み、あるいは携帯電

話を持っての振り込み、こういう方々に対しての声かけ等を実施しながら、いろいろな被害

の防止に努めている、そんなことを聞いております。 

  そんなことで、こういう取り組みを継続することで市内から被害がなくなるようなことを

期待したい、そういうふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） それでは、３点目の放置自転車についてお答えをいたします。 

  ご質問は干潟駅横の放置自転車の駐輪対策ということでありますが、ここでは駅西側の公

園内の駐輪対策についてお答えをしたいと思います。 

  干潟駅西側の公園内の放置自転車対策につきましては、旭駅と同様に年１回程度、定期的

に現況を調査して対策を行ってきているものでございます。昨年は８月末に実施しておりま

して、これはつまり夏休みの終了と２学期の始まりに合わせて調査を行っているものでござ

いまして、その方法としては一定期間予告をした後に、放置されていると思われる自転車、

昨年は31台について１週間から10日程度にわたっての告知を経て、拾得物として警察に届け

出を行っております。 

  ここで注目したいのは、その後、警察の調査によりまして、このうち13台について所有者

は判明したんですけれども、それで警察から連絡をいたしました。結果として、所有者から

は引き取りの申し出はありませんでした。自転車に対するかなり無関心というか、そういっ

た状況が見られると思います。その後、一定期間の経過後、これは遺失物法、あるいは民法

の規定に基づきまして、30台について撤去処分をいたしたものでございます。 

  市では毎年このように定期的に対策を行っておりますけれども、干潟駅前には自転車の預

かり所が１軒ということでありまして、これらの駐輪対策には市としても苦慮している状況

にあります。 

  旭駅では、22年３月に仮設の駐輪場を設置をして激減している効果がありますので、干潟

駅につきましてもその必要性はあるとは思っておりますけれども、しかしながら干潟駅周辺

には公有地というものが少ないという現状がございます。先ほど申し上げました駅西側の公

園が唯一でありまして、これが200平方メートル余りでございます。 
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  今後におきまして、議員からご質問ありましたように、民間の自転車預かり所との関係も

しっかりと整理した中で、駅周辺の環境整備の一環として駐輪場が設置できるかにつきまし

て検討していきたいと、このように思います。 

  それから、４点目の仮設住宅入居者へのアンケートの結果についてお答えいたします。 

  昨日の一般質問でも申し上げてございますが、震災後１年を経過する中で応急仮設住宅の

供与期間の延長等の資料とするために、仮設住宅入居者160世帯に対しまして、職員が直接

入居者から聞き取りを行う形でアンケートを調査したものでございます。 

  ご質問には延長についてという話がございましたが、このアンケートでは入居期間の延長

を直接聞くものではなくて、あくまでも現在の期限、つまり25年５月までに再建ができるか、

これを重要視したものでございます。 

  この調査結果でございますけれども、160世帯のうち87世帯の方々が資金のめどが立たな

い、あるいは土地や中古住宅、賃貸住宅などが見つからない、こういった理由によりまして

再建のめどが立っていないという状況にございました。 

  この希望でございますけれども、市営住宅、または賃貸住宅へ入りたいと、こういう方が

48世帯、身内のところへ行くが３世帯、その他、あるいは未定という方が９世帯という状況

でございました。 

  一方では、昨日申し上げましたが、自己の住宅を再建したい、あるいは補修したいという

希望を持たれている世帯も27世帯あるわけでございます。また、自己再建できないという方

につきましても、これは87世帯の中で、昨日も申し上げましたように、去る５月25日付で期

間の１年の延長を県に要望したということでございます。 

  県営住宅や市営住宅、雇用促進住宅、これらへの段階的な入居措置もなされると思います

し、一方で、災害復興住宅につきましても早急に検討しなければいけない課題と思っており

ます。 

  いずれにしましても、今後も県をはじめ、関係機関と連携をとりながらしっかりと対策を

講じてまいりたい、このように思います。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 一般質問の途中ですが、11時15分まで休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時 １分 
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再開 午前１１時１５分 

 

○議長（林 俊介） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  引き続き一般質問を行います。 

  伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） それでは、何点か再質問させていただきます。 

  １点目の児童福祉の（１）の通学路の安全対策についてでありますが、学校の登校・下校

時に学校として、例えば先生がその時間に立つとか、また警察でお巡りさんが立つとか、そ

ういうことはできないか質問いたします。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  学校教育課長。 

○学校教育課長（菅谷充雅） 現在の状況でございますが、ほとんどの学校で、いわゆる定期

的に職員が立って交通指導を行ったりとか、あるいはＰＴＡの役員さん方とか、あるいはそ

の地域の方々、ボランティアの方々、あるいは最近では旭警察署のほうに移動交番がありま

して、その交番のほうが巡回で朝の登校時の子どもたちの様子を見ていただいたりとかとい

うことで、それぞれ工夫していろいろと見守りをしているというところでございます。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） また、その学校ごとに決められている小学校の通学路の多くは、道幅が

狭く、歩道と車道が分かれていない、またその道幅を広げようにも物理的に無理な区域があ

ります。次善の策として、路側帯を確保し、緑色のカラー舗装をし、路側線を引き、その後

ガードパイプの設置をするなど、道路改良を考えてはと思いますが、その辺はいかがでしょ

うか。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） できるところに関しては現在行っておりますので、どうしても道幅

が狭いとか、できないところもありますけれども、できるところに関しては路面標示だとか

そういったもので対処していきたいと思います。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） ぜひ検討していただきたいと思います。 
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  次に、（２）の避難訓練を日常化できないかということで、今現在、日ごろから防災教育

もやっているということでありますので、しっかり今後も組み入れていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

  次に、（３）の中学３年生まで医療費を無料にできないかということで、県はこの12月よ

り入院費が、医療費、中学３年生まで拡大するということでありますが、旭市としても、入

院費のほうは考えているということでありますが、通院費のほうにつきましても、ぜひ検討

していただきたいというように思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  子育て支援課長。 

○子育て支援課長（佐久間隆） 子ども医療費助成事業、子育て支援の一環の事業です。 

  この事業のほかにも、当市では子育て世帯から拡充を求められる事業がございますので、

限られた財源の中で、子育て世帯にどんなケアが必要か、当事者にとって根本的な支援策は

何であろうかということを検討して、子育て世帯の要望に真摯に検討して考えていきたいと

思います。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） ぜひ、入院・通院費ともに中学３年生まで無料にできるようにお願いし

たいと思います。 

  次に、２番目の（２）のオレオレ詐欺もしくは詐欺まがいの商品販売の防止の徹底はでき

ないかというところで、ぜひとも今後も防災無線とかで毎日のように放送していただければ

と思いますが、その辺はいかがでしょうか。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  商工観光課長。 

○商工観光課長（堀江隆夫） 今、議員のほうから防災無線、毎日のようにというご質問をい

ただきました。 

  実は、振り込め詐欺の被害の件数でございます。先日、県の広報紙によりますと、23年の

千葉県の被害757件、被害額12億2,000万円、こういうふうに記述されておりました。被害額

とも約３倍、前年と比較しますと３倍になっておると。ただ、不幸なことに旭市、旭警察署

に確認した中では23年１件、被害額400万円、これがあったと、そんなことで聞いておりま

す。 



 

－188－ 

  そういうようなことも踏まえまして、警察とよく協議をしながら、どこまで防災無線でや

ったらいいかどうか、今後、検討していきたいと思っております。よろしくお願いします。 

（発言する人あり） 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員、挙手してください。 

  伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） すみません。 

  ３点目の放置自転車の整備について再質問させていただきます。 

  先ほど、都市整備課長のほうからお答えしていただきましたけれども、先日、私も干潟駅

のほうへ視察に行ってまいりました。その状況なんですけれども、これが干潟駅の西側にな

ります。 

（発言する人あり） 

○８番（伊藤房代） こちらなんですけれども、ちょっと見ていただけますでしょうか。すみ

ません。 

（発言する人あり） 

○８番（伊藤房代） ということで、放置自転車が歩道にまで、今現在、この放置自転車が置

かれているんですね。ここはもう、すぐ126号線がここの前に通っています。そして、歩道

の上に、もう自転車が、こう、どんと置かれている状況なので、例えば、ちょっと風が吹い

たなどという場合には国道まで出てしまうというと、かなりの、この国道も交通量の多いと

ころであります。そしてまた、その西側だけでなく、この東側、駐在所がある、この交番が

あるんですけれども、こちらですね、交番のこちら側になるんですけれども、こちらにも相

当の放置自転車が置かれているということであります。ですので、台数にしたら、本当に何

百台だと思うんですけれども、これを昨年の８月でしたか、に実施しているということで、

31台撤去したということでありますが―30台ですか、撤去したということでありますけ

れども、これは大変なことだと思います。そして、こちらがその横に空き地があるんですけ

れども、こちらのほうですね、この辺をもう少し検討していただいて、空き地もありますの

で、そこにまた市としても持ち主に、また交渉していただければというふうに思います、も

し、民間の方が持っているようであれば。また、市の財産であれば何とか検討していただけ

ればというふうに思います。 

  駐輪場があっても、皆さん、利用しないで、ほとんど、このあいているところに入れてい

る状況であります。ぜひ、市としてもしっかりと手を打っていただければというように思い
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ますので、よろしくお願いいたします。いかがでしょうか、都市整備課長。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  都市整備課長。 

（発言する人あり） 

○都市整備課長（伊藤恒男） まず１点目の、先ほどの写真を拝見させていただきました。私

のほうでも写真を撮ってありますけれども、基本的には、やっぱり国道に接しているという

ことで危険回避というのは私どももきちっと考えなければいけないと。 

  ただやはり、私も逃げているわけではないんですが、それぞれ所管というのがあって、国

道については、やっぱり海匝土木というのがありますし、また民有地の話が、先ほど空き地

がございましたけれども、空き地につきましても、またそれがどういった土地の処遇か検討

してまいりますけれども、やはり土地を求めることまでするというのは、果たしてどうかと

いうのも考えていかなければいけない。先ほど申しましたように、西側の公園に種地として

200平米ありますので、そこで果たしてできるのかどうかというのも検討はしてみたいと思

います。 

  いずれにしても、干潟につきましては年１回の対策をとっているんですが、もうちょっと

２回程度に回数を増やすとか、注意喚起をしたいと思います。 

  おととしですか、駅のトイレを直したときに、以前、あそこには150台くらい、駅前に駐

輪、確かにしていました。それを環境整備という前提の中でいろいろやって、あそこには１

台もなくなった結果として、今のような状況に、多分あるんだろうと思います。その辺も含

めて、今後に検討してできればと、このように思います。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） 西側の公園は干潟の駅がきれいになる前から、もうかなり置かれていた

ことは確かだと思いますけれども、ぜひ検討していただければと思います。 

  次に、４点目の仮設住宅への入居者のアンケートの結果について質問させていただきます。 

  めどが立たない方に、今、対して、今後、しっかり市としても、困らないように、復興住

宅の建設についても早期に考えていただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  財政課長。 

○財政課長（加瀬正彦） 復興住宅の建設も早期にということでございますが、今、都市整備
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課長からアンケート結果ございましたとおり、早急に入居希望世帯に対する再調査、具体的

には87世帯のうち約半数が公営住宅を希望しております。 

  そして、その先の話なんですけれども、現在、雇用促進住宅、これが市が譲り受けて持っ

ております。この住宅につきまして、雇用促進という名目ではございますが、譲渡元に確認

をいたしましたところ、市で条例整備をいたして市営住宅として使用する分には全く問題が

ないという、実は回答をいただいたところでございまして、ここは若干の空きがございます

ので、旭地域の仮設住宅に入居している方もいらっしゃって、その方は旭に住みたいという

ような希望もございますので、そういったところとの調整をしながら、詳しい再調査を行っ

て、最終的な必要戸数を把握して、その先に進みたいな、そのように考えています。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員。 

○８番（伊藤房代） ぜひ、検討していただきたいと思います。本当に困らないように、市と

しても全力を挙げていただきたいと思います。 

  以上で私の一般質問を終わります。 

○議長（林 俊介） 伊藤房代議員の一般質問を終わります。 

 

◇ 太 田 將 範 

○議長（林 俊介） 続いて、太田將範議員、ご登壇願います。 

（４番 太田將範 登壇） 

○４番（太田將範） 座席ナンバー４、日本共産党、太田將範でございます。 

  ただいまから一般質問を行います。 

  大きな項目の１番目といたしまして、一般廃棄物処理行政について質問いたします。 

  日本のごみは、いわゆる廃棄物等は大きく分けますと、一般廃棄物と産業廃棄物に区分さ

れ、産廃が約４億トン、一般廃棄物が約5,000万トン、１年間に発生しております。そして、

一般廃棄物処理の事業に関し、市町村が責務を負うとなっており、一般廃棄物処理基本計画

を作成しなければならないことになっております。 

  旭市におきましては、平成19年３月に作成され、計画では６つの事項について定められて

おります。 

  日本のごみ行政は、国の方針として焼却によってごみを減らすという方向に進んでおりま

した。ごみの焼却率は平成18年には77.7％にも増大しております。これは世界の中で突出し

た数字になっております。 
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  ダイオキシン対策として、国は平成９年以降の、次の２点の補助金の交付を条件として行

っております。１番目といたしましては、処理能力は１日100トン以上で850度の高温で連続

焼却できる大型炉の建設。それから２つ目は、２つ以上の自治体が集まって広域ごみ処理を

行うことにより、ごみ処理施設の大型化、ハイテク化が進み、―失礼しました。広域処

理を行うことが条件となっておりました。そして、ごみ焼却施設の大型化、ハイテク化が進

み、焼却処理がごみ処理の中心になっていきました。この結果、日本のごみ焼却場の能力は

ごみ発生量の約２倍にも達し、24時間連続運転のためのごみが不足するという事態になって

おります。過大な規模と高い建設単価の大規模焼却炉は国の補助金があるとしても自治体に

大きな負担を押しつけております。 

  また、最新のハイテクの焼却炉は運転に関しましては自治体が行うことは大変困難であり

まして、高い業務委託料や高温を維持するための助燃材など、化石燃料の使用など運営経費

も大変高くなっております。また、化石燃料によるごみ焼却は、自治体の排出するＣＯ２の

最大の発生源になっており、地球温暖化の対策に逆行するものであります。 

  問題のある、こうした大型炉の建設だけではなく、国もやっと平成12年より、処理能力５

トン以上100トン未満の焼却炉についても補助金を出すようになりました。国と県の方向は、

１つには、焼却の大規模化、高温化、広域化でしたが、平成12年に環境循環社会の形成に関

する推進基本法が制定されまして、ごみに対する基本的な考え方が180度転換してまいりま

した。今までの出たごみを焼却し、埋め立てすればよいということから、物質を循環させる

という観点を持ち、天然資源をできるだけ大切に使い、環境に与える影響をなるべく少なく

するという方向に考えの基本が変わっていきました。そして、平成12年から18年の６年間で、

一般ごみの排出量は５％減少し、再資源化率は19.6％まで倍増しております。 

  今、多くの自治体で循環型社会形成の基準法に沿ったごみ行政が行われつつあります。市

民参加のもとで徹底的な分別収集を行い、再資源率を50％まで高めている自治体もあります。

また、焼却や埋め立て処理を極力少なくするという方向が定着しつつあるのが現在です。 

  こうした大きな流れの中で、旭市における一般廃棄物処理行政について質問いたします。 

  （１）といたしまして、旭市の処理事業について。収集から処分に至る業務の流れに沿っ

て、市直営で行っている事業、そのときに配置されている人員について。また、業務委託を

行っている事業や作業、業者数や、そこにいらっしゃる従業員の方々の数をちょっと報告し

ていただきたいと思います。 

  ２番目として、旭市が作成した一般廃棄物処理計画について、概要版13ページの基本的事
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項の説明をお願いしたいと思います。また、計画年が平成25年度に中間見直しを行うのかど

うか。これについても質問いたします。 

  ３、啓発事業について。義務教育など教育委員会等と協力して、学校でごみ教育の場を持

っていただくことができないかどうか。鎌倉市では啓発事業といたしまして行っている内容

として、ゲーム化した分別収集の中身をやっているそうなんです。お父さん、お母さんが間

違って出すと子どもさんに怒られるというようなことが行われているようです。 

  また、福祉の分野での協力として、介護度の高いお年寄りの人たち、障害者の人たちに対

して、個別収集ができるかどうか、福祉のほうと協力して検討してみてください。 

  それから、町内会に未加入の世帯ですね、こういった方々についての啓発活動をどう行っ

ていくのか。これにつきましては、例えば宅建業界の皆さんだとか、そういった方々の支援

が受けられないのかどうか検討していただきたいと思います。 

  次に、４番目としましては、ごみ処理の広域行政について質問いたします。 

  旭市のダイオキシン対策は、現状で水準としまして問題がなく、基準以下なのかどうか、

この点についてご報告をいただきたいと思います。 

  ２番目といたしまして、１日処理能力100トン以上の焼却炉となっておりますけれども、

東総広域のほうでは100トンクラスを２基、210トンぐらいの大きな炉を建設することを目指

しているようですけれども、例えば分別が進んで減量化していった場合、過大過ぎないかど

うか。 

  ３番目として、24時間の連続炉が現在必要なのかどうか。 

  ４番目として、最終処分場を銚子市内に造ることになっていますけれども、現状はどうな

っているのか、進捗具合についてご報告ください。 

  次に、入札について。 

  東総広域が４月に行いました基本計画等の作成事業の委託ですね。これについて、入札結

果についてご報告をお願いしたいと思います。 

  次に、大きな２番目として、地域医療について質問したいと思います。 

  千葉県内の香取・海匝、山武地域では、農漁村とか、地方都市の、成り立っておりまして、

人口密度も低くて、高度医療や採算医療、緊急医療などの分野では、民間の医療機関がなか

なか成立しづらいということになっております。このため、この役割は、多くは市民病院だ

とかそういったところで任務が与えられております。 

  旭市もそうだと思うんですけれども、戦後すぐのころには、非常にお医者さんの数も少な
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くて、無医村に近いという、そういう状態だったと思います。お医者さんにかかるのは死亡

診断書を書いてもらうときぐらいだということなんかも、昔の古い方から話を伝えられてお

ります。 

  こうしたことになっておりまして、戦後、千葉県北東部では市民病院とか自治体病院とい

う形で、この無医村の状態からの克服が図られて、市民の皆さんの協力のもとに、多くの自

治体病院ができております。 

  自治体病院としましては、県立まで入れますと23、千葉県内にあるんですが、そのうち12

が、半分以上が、この北総地域と九十九里の地域に集中して立地しております。ですから、

自治体病院の果たす役割というのが、この地域においては非常に大きなものがあるというこ

とが分かると思います。 

  また、ベッド数では全体の50％以上が自治体病院で賄われております。大体、日本全国で

すと、自治体病院の比率というのは３割ぐらいですので、非常に高いというふうになってい

ると思います。また、１人当たりの医療費というのは、自治体病院のあるところと南安房の

亀田病院のあるところでは10万円以上の差があって、日本全国でも、この旭地区は最も医療

費の安いところということになっております。ですから、自治体病院の果たしている役割と

いうのは非常に大きなものがあるというふうに思います。 

  現在、この香取・海匝、山武・夷隅・長生、この部分の２つと、川向こうの鹿行ですけれ

ども、この３つの医療圏では旭中央病院に患者さんが集中しまして、非常に危険な状態がず

っと続いていたわけですけれども、この中には、あの地域全体のお医者さんの数が足りない

というのが原因の一つだと思うんですね。ですから、これについて、二次医療圏、３つの二

次医療圏の中で、人口10万人当たりの医師数、ベッド数100床当たりの医師数、この辺の数

字を、最近の数字を、ちょっと報告していただきたいと思います。 

  次に、県の地域医療再生計画について質問させてください。 

  山武郡と香取郡が再生計画の計画に入っておりますけれども、ざっくりとどういうような

事業をやっているのかご報告ください。 

  それから、旭中央病院の医師の大量退職についてということで質問したいと思うんです。 

  地域医療の場合ですと、内科、救急のほうが大分、先生方がやめられて困っているという

ことで、逆紹介という形で、かなり進んでいるようなんですけれども、１つには、先日あり

ましたけれども、やめていったお医者さんの聞き取り調査というのをやっているそうなんで

すが、もう少し細かい内容をご報告いただきたいと思うんです。 
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  それから、中央病院が行っております業務の委託ですけれども、これがどの程度、どうい

う業種にわたって行われているのか、ご報告をいただきたいと思います。 

  それから、先日、明るくない職場ということでありましたけれども、どういうことになっ

ているのかどうか。この辺が、ちょっと、やはり外側からは非常に見づらいということで、

回答をいただきたいと思うんです。 

  それから、旭市における地域医療政策についてということで、開業医の方々や保険医の

方々との関係を、どういう関係を保っていくのかということでは、地域政策が、市の政策が

病院だけの問題であって、そこらのところの、ほかのお医者さん方をどう政策的に考えてい

くかという政策が全く感じられないんですね。ですから、この辺についての政治的判断を市

長にお願いしたいと思います。 

  以上で、この場所での質問を終わります。あとは自席で行いますので、よろしくお願いい

たします。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の一般質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長、ご登壇願います。 

（市長 明智忠直 登壇） 

○市長（明智忠直） 太田議員の一般質問にお答えをいたします。 

  私のほうから、１番目の一般廃棄物処理行政について、その４番目のごみ処理における広

域行政についてということと、先ほど地域医療についてご質問がありました。旭市における

地域医療対策についてということでお答えをしたいと思います。詳細については、担当のほ

うから詳しく説明をさせます。よろしくお願いしたいと思います。 

  最初のごみ処理における広域行政についてということでありますが、東総地区広域市町村

圏事務組合では、広域ごみ処理施設等の建設に向け、地元住民の合意形成を図るため、説明

会、意見交換会等を実施しております。現在、16町内会中13町内会との基本協定の締結に至

っており、残り３町内会とは、今年度中、早期の締結を目指しております。 

  去る４月27日に第１回東総地区広域ごみ焼却施設建設計画検討委員会を開催し、本事業の

実施に向け、着々と進んでいるものと理解しております。 

  なお、検討委員会の構成メンバーについてでありますが、学識経験者２名、大学教授であ

ります。各市の環境審議会の会長３名、野尻地区広域ごみ焼却施設建設計画対策協議会３名、

各市環境担当課長３名、計11名であります。 

  事務組合と構成市の役割等については、平成19年度から東総地区広域市町村圏事務組合に
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おいて、現在、構成３市、銚子市、旭市、匝瑳市で取り組むことで決定しており、併せて、

ごみ処理広域化推進事業担当課長会議でごみ処理基本計画、施設整備基本構想等の見直し作

業に係る各種協議の中で、連携、調整、事前協議など、さまざまな事案のまとめ役として位

置づけております。 

  議員ご指摘のように、今後、ごみの減量化という部分では大きな問題でありまして、進め

ていかなければならないと考えておりますし、今、建設検討委員会において、規模等をいろ

んな部分で適正な規模にしていこうというような部分で協議をしているところであります。 

  なお、最終処分場については、同一市で行うことで、首長間で基本合意をしていることか

ら、今後、広域ごみ焼却処理施設等の計画及び広域ごみ処理体制、役割分担等が進む中で検

討をしていきたいと考えております。 

  次に、旭市における地域医療対策ということであります。 

  一般質問、きのうからで、いろいろと中央病院の問題が言われておりますけれども、確か

に太田議員が言ったように、医師会、地元の病院との連携、これも非常に大事なことであり

ます。私も就任当時から香取海匝地域保健医療協議会、そういった部分の中で香取・海匝、

特に東総地区、病院保健医療協議会でありますけれども、そういったもので何回か参加をさ

せていただいたわけでありますけれども、非常に、私が最初に参加して１回で、もうその協

議会、その進んだ香取海匝地域保健医療協議会、そしてまた千葉県医療再生本部会議に進ん

だということの中で、東総地区の協議会は１回で終わったわけでありますけれども、一番感

じたことは、やはり各市・町にはそれぞれの病院、そしてまた地域医療、地域の、市民の生

命、そういったものを守るという重いことを背負っているわけでありまして、首長も病院長

も参加したわけでありますけれども、いろんな部分で提携をするということは、医師の不足

という部分が最大限ありまして、なかなか、自分たちのところにはもっと医師を派遣してほ

しいとか、それぞれの市・町の要望が多くて、なかなか調整がつかない。 

  そんな中で、やはりこの問題は県が主導していってもらわなければうまくはいかないので

はないかと、そんなような思いの中で、恐らく、この香取海匝地域保健医療協議会や千葉県

医療再生本部会議に移行していったものと思っておりますし、今後、それらの機会の中で、

私ども、旭中央病院を抱えているわけでありますけれども、その問題も、十分に医療再生本

部、医療支援センターの問題も含めながら、この地域の医療の安定に関与、寄与していかな

ければと、そんなように思っているところであります。 

  また、市としましても、医師・看護師確保のためにどうすべきかということは、きのうか
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らもお話がありましたが、喫緊の課題として対応していきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 環境課長。 

○環境課長（大木多可志） それでは、一般廃棄物の処理行政について、１点目の旭市のごみ

処理事業の推移についてのご説明を申し上げます。 

  まず、市のほうでのごみ処理につきましては、旭市クリーンセンター内で処理をしてござ

いまして、大きく分けまして、ごみの焼却施設、それと粗大ごみの処理施設、それと資源ご

みの選別処理施設、この３つに分かれております。そのほかに最終処分場といたしまして旭

市のグリーンパークというようなことで干潟地区に最終処分場を設けてございます。 

  ごみ処理事業の、これらにかかわっている人員の状況ですけれども、24年６月１日現在で

申し上げます。まず、クリーンセンターの職員、これは最終処分場を含めまして５名でござ

います。あと、衛生技術職員が９名、臨時職員が12名でございます。合計26名でございます。 

  そのほかに、一般廃棄物の計量業務委託が１名、それと容器包装廃棄物選別処理業務委託

というようなことで12名ということで委託をしてございます。合わせまして、人員としては

総数39名で処理業務を行っているという状況でございます。 

  次に、ごみの収集でございますけれども、廃棄物の収集運搬業務委託としまして、３社に

ごみステーション等からの収集委託をしてございます。これらの収集車両９台でございます。

そのほか、資源化の委託といたしまして、焼却灰等の処理業務というようなことで、現在は

茨城のほうへ１社ですけれども委託をしているという状況でございます。 

  あと、ごみの、今現在、市のほうで出てきております実績なんですけれども、年々ごみ等

については減量化というようなことで進んできておりまして、23年度の実績で申し上げます

と、ステーション回収または直接搬入含めて２万4,088トンでございます。この内訳につき

ましては、可燃ごみで１万9,258トン、不燃ごみで1,974トン、資源ごみで2,856トンであり

ました。 

  また、資源化量につきましては焼却灰を含めまして3,740トンというようなことで、再資

源化に取り組んでいるところでございます。 

  １点目は以上でございます。 

  次に、２の一般廃棄物の処理計画というようなことで、議員、先ほど概要版の13ページと

いうことをおっしゃったんですけれども、私、今ちょうどここに概要版じゃなくて本編を、

ちょっと持ってきているもので、その13ページがちょっと把握できていないんですけれども、
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補足でまた説明させていただきたいと思います。 

  取りあえず、一応、今、市で持っております廃棄物の処理計画なんですけれども、先ほど

申し上げられたように、平成19年３月に策定をしてございます。これにつきましては、18年

度から32年度までの15年間というようなことで、この中での基本理念と申しますか、その内

容につきましては、先ほどから申されてきております、こういった資源化というようなこと

で、そういったことが言われておりました中で、この計画におきましてはごみの排出抑制、

これは減量化、それと再使用、それと再資源化というようなことで、循環型社会の形成、こ

れらを基本理念として、いわゆる３Ｒといいますか、これらを理念として計画の中に位置づ

けている状況でございます。 

  また、今回のこの計画の中で、現在稼働しております焼却施設、それと最終処分場、これ

らの点につきましても老朽化が進んできている状況から、先ほど来から出ております広域で

のごみ処理の推進というようなことも位置づけられてございます。 

  そういったことで、計画的にはそういうふうな状況の中で、こういった計画の中でごみ処

理行政は進めているという状況でございます。 

  次にですけれども、（３）のごみ処理の啓発事業というようなことで、現在、この啓発に

つきましては家庭から出されます生ごみ処理の抑制、または再資源化を促進するために電動

の生ごみ処理機の助成、またはその生ごみの堆肥化の容器の助成、こういったものの事業を

実施してございます。23年度末の累計で申し上げますと、電動の生ごみ処理機が181基、生

ごみの堆肥化容器が1,123基というようなことで、今後もこれらの普及促進に努めてまいり

たいと考えております。 

  そのほかに、ごみの減量化、資源化、そういった観点から、クリーンセンターの市内の小

学生または一般の方の視察等、そういった見学等についても積極的に取り組んでいるところ

でございます。実績としましては、市内の小学生を対象とした見学会、こういったことを含

めますと、市内15校、665人の児童の方が見学をしている実績もございます。 

  そのほかにですけれども、こういった子どもたちへの教育といいますか、そういったこと

で、今、実施をしている内容ですけれども、教育委員会のほうを通じまして、副読本という

ことで「わたしたちの旭市」というような、こういう本を、副読本が作られております。そ

の中で、ごみ処理についての関係、約13ページにわたって子どもたちの学習の一環として取

り組んでいただいているという状況でございます。 

  あと、そのほかに先ほど議員のほうから出ました個別収集の件でございますけれども、こ
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れについては、まだ制度的には市のほうでは採用してございません。ただ、ケース・バイ・

ケースの中で、高齢者福祉課のほうとの中で、依頼とか受けた中でどうしてもというような、

そういったときには対応しているという状況はございますけれども、制度的には、まだ確立

はしてございません。これらについても、また関係課と十分協議をして研究してみたいと思

います。 

  また、町内会の未加入の方なんですけれども、こういった方については、当然、転入です

とかそういったときには窓口、市の市民課窓口にいらっしゃいます。そういったときに、こ

ういった大きなチラシなんですけれども、ごみの出し方ですとか、またごみの分け方ですと

か、こういったパンフレットをお渡しいただいて、適正なごみの出し方というようなことで

お知らせをしているという状況がございます。そういったことで、そういった自治会、各地

区の区長さん方も大変ご苦労されていると思うんですけれども、できるだけそういった自治

会に加入というのは促していかなくてならないというふうに考えてございます。 

  その次に、４点目のごみ処理における広域行政の中で、先ほど出ました入札の結果という

お話があったんですけれども、この点については私のほうでは承知してございませんので、

また広域の組合のほうを確認しましてご回答申し上げたいと思います。 

  それと、あと処理の規模の問題ですとか、最終の処分場、これらについては先ほど市長の

ほうから出ましたように、建設計画の検討委員会の中で、今現在、検討中でございます。こ

れらについて、今年度中にはそういった規模の問題も含めて検討されてくるというふうに思

っております。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 一般質問は途中ですが、昼食のため午後１時まで休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時５９分 

 

再開 午後 １時 ０分 

 

○議長（林 俊介） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  引き続き太田將範議員の一般質問に対し、答弁を求めます。 

  環境課長。 

○環境課長（大木多可志） それでは、午前中に、答弁がまだできなかった点についてご答弁
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を申し上げたいと思います。 

  まず、概要版の13ページの内容について説明を願いたいというお話がございました。それ

につきましては、前段でもご説明した内容と同じ内容だと思いますけれども、再度ご答弁を

申し上げます。 

  ここの13ページにつきましては、廃棄物の処理の基本計画の中の基本方針部分を言ってい

る内容でございます。その内容につきましては、21世紀を持続的に発展可能な社会にするた

めには、廃棄物等の減量、資源の循環的な利用、再利用と資源化を示します、それと適正処

分の確保により天然資源の消費を抑制し、環境への負荷をできるだけ低減した循環型社会へ

の転換を求められていますと。旭市におきましては、循環型社会の形成を理念といたしまし

て、目標として市民、事業者、行政が互いに連携を強化し、一体となってごみの減量化を取

り組むというようなことで、有効に再利用を図る社会を目指しますというようなことがここ

では説明されてございます。先ほどご答弁した内容と重複するかと思いますけれども、そう

いったことでございます。 

  それともう１点、広域の中の組合のほうでの入札結果のお話がございました。それにつき

ましては、去る24年４月16日に、郵送・事後審査方式制限付一般競争入札によりまして、一

般廃棄物ごみ処理基本計画及び循環型社会形成推進地域計画等策定業務、これを入札に付し

てございます。落札をいたしました業者につきましては、株式会社エスイイシイ、落札の価

格が409万5,000円でございます。業務の内容等につきましては、一般廃棄物のごみ処理基本

計画の策定業務、それとごみ処理施設の基本構想の策定業務、それと循環型社会形成推進の

地域計画の策定業務、この３業務でございます。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 健康管理課長。 

○健康管理課長（髙山重幸） それでは、２番、地域医療についての（１）について、各圏域

の人口10万人当たり及び100床当たりの医師数についてお答えいたします。 

  各２次医療圏人口10万人当たりの医療施設医師従事者については、平成22年千葉県衛生統

計年報、平成22年茨城県医師・歯科医師・薬剤師調査の概況より平成22年12月31日現在の状

況をお答えいたします。香取・海匝圏域177.3人、山武・長生・夷隅圏域100.4人、鹿行圏域

91.7人となっております。 

  次に、100床当たりの医師従事者数でございますが、２次医療圏別の資料収集はできませ

んでしたが、平成22年厚生労働省病院報告では、千葉県12.9人、茨城県11人となっておりま
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す。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 病院事務部長。 

○病院事務部長（菅谷敏之史） それでは、私のほうから地域医療についての２問目といたし

まして、千葉県医療再生計画についてのご質問にお答えいたします。 

  このご質問に対しましては病院の立場から回答をさせていただきたいと思います。 

  まず、私ども自治体病院に求められている役割といたしましては、当病院は地域における

中核的な病院でございまして、民間でできない高度先進医療あるいは救急、小児、周産期な

どの不採算部門を含めまして、当地域において必要とされる医療を安定的かつ継続的に提供

するという使命を果たしていくことが重要というふうに考えております。 

  こうした中で、この県が策定しました千葉県地域医療再生計画におきましては、当病院は

拠点病院というように位置づけられておりまして、地域の病院に対する支援機能の強化が盛

り込まれております。 

  具体的には、当病院に地域医療支援センターを設置するということ。この設置によりまし

て、各種のトレーニング機器を活用して、地域の医療従事者のスキルアップを図る事業、あ

るいは当病院から地域の連携病院へ医師の派遣を行う事業などが行われることになっており

ます。 

  続いて（３）の大量退職についてのご質問でございますが、私ども、昨日もご答弁させて

いただいておりますが、退職した医師に対してアンケートは実施しておりませんが、やめた

医師に対しまして個別にヒアリングを行わせていただいております。その状況についてお答

えを申し上げたいと思います。 

  ヒアリングということですので、統計的な処理をしておりませんので、ご容赦いただきた

いんですが、やはり、医師の内容としましては、特に若い医師の場合は、やはりキャリアプ

ランの一環として、当初から２年から３年で次の病院へ変わろうということは決めていたと

いう方もかなりいらっしゃいました。そういった方と、あと医師本人の個別の事情により、

今回退職をされたという方もいらっしゃいました。 

  具体的な内容でございますが、やはり当初から決めていたという方については、もうその

期限が来たからやめますというような方、あるいは配偶者の生活面や子どもの教育等によっ

て今回退職を決めたというようなこと、あと、私ども病院の待遇・処遇面について、やはり

幾分のところがあったという方もいらっしゃいました。大きく分けて、病院面での処遇の改
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善に関するもの、あるいは昨日も申し上げさせていただきましたが、地域という面でのもの、

この大きく２つに分かれるような状況でございました。 

  それと、次の質問でございますが、業務の委託についてというご質問でございましたが、

事務部門の業務委託について申し上げますが、現在、総合受付・会計・ホール案内業務、病

院バス送迎業務、清掃業務、警備・電話交換業務、給食業務、駐車場誘導業務などを委託し

ているところでございます。 

  それと最後のご質問でしたが、明るくない職場についてということで、ご質問の趣旨がよ

く分からなかったんですが、私どもの考え方をご説明させていただきます。 

  私ども病院といたしましては、先ほど申し上げましたように、自治体病院としての責務を

果たすとともに、その使命としまして事業管理者のもと職員が一丸となって取り組んでおり

ます。改善すべき点はまだ多々あるとは思いますが、このたび、総務大臣表彰を受けるなど、

その経営も国から高く評価されております。引き続き、こうした評価が得られますよう、ま

た市民の皆様からも評価いただけますよう、職員が一丸となって取り組んでまいりたいと思

っております。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） それでは再質問させていただきます。 

  １のほうの、廃棄物処理業務のほうの１なんですけれども、中核部分は大体旭市の直営で

事業を行っているという解釈でよろしいかと思うんですけれども、こうした分別収集という

のは、非常にローテクで雇用の場を確保するという意味では、委託を行っても直接収集して

も、かなりの雇用があるというふうになると思うんですね。やはり、分別収集しますと手間

暇かかりますけれども、そのお金は地域に循環しますので、地域産業の興しということでは

意義があると思います。 

  次に２番目としまして、旭市の処理計画について再度質問させていただきます。 

  焼却量が平成16年の１万9,536トンが、22年で１万9,916トンと増加しているんですね。で

すから、基本計画目標の不達成になっているということと、人口が減っていますので、１人

頭にしますと焼却量は逆に増えているという形になると思うんですけれども、これはどうし

たことが原因なのかお答えいただきたいということです。 

  それから、再生利用率が全国平均よりも低くて、最終目標も24％程度だと。現在、先進地

ですともう50％にいっていますので、なぜこの24％が出てくるのかということが、ちょっと
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よく分からないんですね。非常に目標値が低いということです。この原因は何でしょうかと

いうことなんです。 

  それから、ごみの種類ごとの再資源化、例えば生ごみだとか紙だとかプラスチックだとか、

個別の削減計画がないと思うんですね、この中身を読んでみますと。そうしますと、どこを

攻撃して減量化をするのかということがつかめないという、どうしてそういう形で、こうい

う形の計画になっていて、問題の解決にならないのではないかという疑問があるわけですけ

れども、この疑問についてお答えください。 

  それから、処理計画につきましては、基本的な考え方というのは循環型社会を形成すると

いう上での計画のほうに理念は近いんですけれども、目標値が非常に低いということなんで

す。ごみゼロという形というのは、ゼロ・ウェイストということですよね。無限にゼロに近

づけるというのが循環型社会の中身ですので、なぜこういう目標値が低いのか回答をいただ

きたいと思います。 

  それから方法ですけれども、処理計画につきましては方法が現在の数字の延長戦をたどっ

ていくような形の方法なんです。逆に、ゼロ・ウェイストということになってきますと、大

胆な処理計画を作って、そこに資源を集中的に使っていくということで、減量化を進めてい

くということがまず第一なんです。ですから、その辺につきましては、バックキャスティン

グという方法をとらなければならないんじゃないかというふうに考えるんですが、その辺は

いかがかということなんです。 

  それから、この計画のリデュース、要するに減量ですね、市民に対しては提案というのは

あるんですけれども、現在の大量生産、大量消費、大量廃棄という、この構造の中で、入り

口の部分、大量生産の部分についての提案が全くないんですね。ですから、ごみになるもの

を作らせるなという製造物責任についての考え方が全く入っていないということなんです。

これは、やはり国だとか県だとか、そういったところに、そういうものの責任をとるように

働きかけるということが必要になるんじゃないかと思うんです。 

  また、リユースにつきましても、デポジット制などで国や県、事業者に対して問題をきち

っと解決する方向を見つけていくということになりませんと、リユースの問題もペットボト

ルが多くなってしまっていて、かえってリターナブル瓶がだんだんと少なくなってきている

という現実があるわけですので、こういったところのきちっとした対応をしなければいけな

いと思うんですが、この点についてのお考えをお聞きしたいということです。 

  それから、この基本計画が、東総広域の基本計画が上の位置にあって、それで中身を読ん
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でみますと、東総広域の決めたことが自動的に事務組合の場合、市の条例を、ダブる部分は

停止されるという形になるんですね。補論として、現在のようなごみ行政は決まるまでやり

ますよという、こういう形になっていると思うんです。ですから、原則的に東総広域の上位

の計画があるということが、旭市の環境行政に対して非常にマイナスになっているのではな

いかというふうに、私は感じるんですが、この点、どう考えているのか、ちょっとお聞かせ

いただきたいと思います。 

  次に、３番目として、啓発の事業につきましては、ごみ行政に…… 

○議長（林 俊介） 太田將範議員、一問一答方式ですので、今の処理計画のほうから回答を。 

○４番（太田將範） そうですね、（２）の問題をやっていただければと思います。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  環境課長。 

○環境課長（大木多可志） それでは、まず１点目に焼却量というようなことで、増えている

という状況のお話がありました。 

  ごみの排出量自体は、ここずっと減少してございます。数値的に申し上げますと、平成19

年がごみの排出についてが２万8,820トン、20年が２万7,287トン、21年が２万6,210トン、

平成22年が２万4,124トンというようなことで、ごみの排出量については減って…… 

（発言する人あり） 

○環境課長（大木多可志） はい、ええ、減ってございます。 

  そういった中で、今、議員おっしゃっているように、焼却量が増えているというお話です

けれども、これはリサイクルの率といいますか、先ほどご指摘がありましたように、私のほ

うの、今、再資源化率といいますか、15％ぐらいなんです。そういったことで、そういった

中で焼却量が増えているというお話なんですけれども、私のほうでもこの辺についてその焼

却量が増えているという部分では、今、議員がおっしゃられた中で今ちょっと感じたんです

けれども、なぜだろうなという部分がちょっとあったんですけれども、その辺の数値につい

てはまた精査をさせていきたいと思います。 

  それと、今２点目の中で、減量化の目標数値の話ですけれども、一応私のほうで今、基本

計画の中で示している数値ですけれども、これについてもご指摘のとおり低いのではないか

ということでございますけれども、一度に私のほうとすればこの計画を作った時点からする

と、平成16年を基準としまして、そのリサイクル率も含めて32年を目標として24％まで上げ

ていこうというような状況なんですけれども、なかなかこれらの数値についても現状引き上
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げという部分が、非常に苦しい部分がございます。 

  そういったことで、今後もこういったリサイクル率のアップ、こういったことについては

積極的に努力をしてまいりたいと思います。 

  それと、あとリユースの関係ですけれども、その考え方がここの中に生産する側の考え方

が入っていないというご指摘でございますけれども、この点につきましては、この資源有効

の利用促進法という、そういったことの中で関連した法律としまして、容器包装のリサイク

ル法、または家電リサイクル法、建設のほうのリサイクル法、食品リサイクル法なり、また

は自動車リサイクル法というようなことで、こういった法律の中でさまざまな事業者に責任

を課している、そういった法律の中で動いてきている部分もございます。 

  そういったことで、それらを製造する事業者の方に積極的な、また市としても管内のそう

いった事業者に働きかけをしていくというようなことも必要かと思いますけれども、そうい

った大きな国の法律の中でそういったことは義務づけをされているというようなことで、こ

この中にそういったことをきっちりうたっていないというご指摘でございますけれども、そ

ういったことでご理解を願いたいと思います。 

  それと、あと東広の計画と市の計画の中で、東総広域の計画が市の計画の上位をいってい

るというようなお話ですけれども、今回の今、東広で作られておりますごみ処理の計画につ

きましては、たまたま平成18年に策定をされてございます。18年の東総広域が８月ですか、

そういったことで私のほうの計画自体が同じ年度の19年３月というようなことで、これにつ

きましては、あくまでも整合性をとった計画作りを進めているというようなことで、東総広

域の計画が上位で、私のほうの計画が下位だというような意味合いではございませんので。 

  ただ、中身については東広の計画等も十分整合性をとった計画を策定しているということ

でございます。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） 東総広域の出ている基本計画でございますけれども、それと整合性を併

せてきますと、環境循環型の社会形成のこの理念そのものがなくなってしまうんじゃないか

と、非常に有害なんですよ。ですから、はっきりと言いまして、この理念に沿った形での計

画を私は作るべきだと思うんですね。 

  ちょうど折り返し地点が25年ということで考えておられるようですので、再度、旭市のほ

うで中間取りまとめみたいな形でこの計画を練り直してもらったらいかがかと思うんですが、
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いかがでしょうか。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  環境課長。 

○環境課長（大木多可志） 今の東総広域の中で進めております広域ごみ処理計画ということ

で、こちらにつきましては、今３市の中でいろいろな部分の統一を図りながら、このごみ処

理の計画の今、見直し作業に入ってございます。それにつきまして、当然その内容といいま

すか、将来的には東総広域の中でのごみ処理行政ということは目標にすれば平成32年から実

施されるというようなことですので、それらの中に今、議員からご指摘がございましたよう

な内容を十分反映できるような形の中で進めればというふうに思います。 

  ただ、今度広域の中で進めております施設につきましても、現状の中では今、市のほうで

は熱利用というような、そういうふうなことは既存施設では実施されておりません。今回の

東総広域の中で今検討されている内容というのは、また熱利用というような、そういうサー

マルリサイクル的な考え方も入ってきてございますので、また、それらの施設の中身等によ

っても計画的には変わってくる部分はあろうかと思いますけれども、今、議員おっしゃいま

したように、ともかくまず入り口の部分、ごみをともかく減らす、これということが話にも

出ていましたように、広域ごみ処理での規模ということにも大きく影響していくお話でござ

いますので、そういったことともう一つ再利用、再資源、そういったことを積極的に進める

ような内容として、市のほうとしてもそういったことを頭に置いた中で計画の見直しという

ような、そういうことに入っていきたい、そういうふうに思います。よろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） ２番目の問題は分かりました。 

  次に、３番目の啓発活動ということにつきまして、ちょっとご要望申し上げたいと思うん

ですが、ごみ行政が民主的に市民参加で行われるということにつきましては、啓発活動とい

うのは非常に重要なことになると思うんですね。ですから、お願いといたしましては、手間

も暇もお金もかけて啓発活動を行っていただきたいというふうにお願いしたいと思います。 

  次に、４番目としまして、広域行政についてということなんですけれども、先ほどからあ

るように、果たして広域行政でやる必要があるのかどうかということが一つ問題になるかと

思うんです。広域行政で行うということのメリットといいますか、目標というのは、取りあ

えず処理計画の実施に際しまして、理由としましては、一つにはダイオキシン対策というの

がありましたよね。それから広域でやれば安くなるだろうと。それから、100トン以上の炉
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を作って広域でやると。なおかつ850度以上の高熱で処理するという形になっておりますけ

れども、これにつきましては、東広のほうの炉の問題ですね。これ現在、旭市でやっており

ます状況でダイオキシン対策だとか、その辺はきちっと数字的には問題ないわけですね。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  環境課長。 

○環境課長（大木多可志） 今出ておりますダイオキシンの問題については、当クリーンセン

ターのほうは問題ございません。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） そうしますと、東総広域が18年のときの基本計画で考えられている中身

につきましては、現状のところ問題ないということでよろしいんですね。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  環境課長。 

○環境課長（大木多可志） 問題ございません。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） ありがとうございました。 

  次に、東総広域で今の状態で問題ないとすれば、そういった目的も何もわざわざ広域行政

をやる必要ないということになるんじゃないかと思うんですね。私の意見といたしましてち

ょっと発言させていただきたいんですけれども、大型連続炉の建設というのは非常に単価が

高いんですね。それで、なおかつ運転もお金がかかると。その上に焼却炉の耐用年数という

のは非常に短いと、高温で燃しますので短いということで、非常にお金がかかって、導入し

ているところでは、自治体では音を上げているというのが実態になっているようです。 

  ですから、こういったことと、あと３市のごみの事情につきましては、歴史的に皆異なる

ということなんですね。例えば銚子市の場合ですと年間約３万トン燃して、１トン当たり２

万6,100円かけていると。旭市の場合ですと年間２万トン近く燃して、２万2,000円、処理料

が。総額で銚子市の場合は１年間の処理費につきましては９億2,000万円、旭市の場合は５

億3,000万円です。約４億円も違うんですね。人口が大体同じなんです。ですから、この負

担も匝瑳市と旭市が負担をしなければならないのかどうかということなんです。私は非常に

もったいない話だと思うんですね。 

  ですから、この問題についてはやっぱりきちっと検討してからやるべきだと思います。 

  それから、銚子市の市内に焼却炉を作りますと、匝瑳市と旭市の場合は余分な運送コスト
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がかかったりとか、中間で集積したりするコストがかかりますので、非常に都合が悪いとい

う、不便になってしまうということになるんじゃないかと思うんです。 

  それから、先ほどあったように、循環型社会を形成する上で、焼却と埋め立ては資源環境

を断ち切ることになりますので、これはもうこの計画とは相入れないものだと私は思うんで

すね。ですから、大型の連続焼却炉というのは資源化する資源の循環を断ち切ってしまうと

いうことになりますので、大変困るわけです。なおかつ、大型焼却炉というのはごみが資源

化して減量すると燃すごみがなくなって困ってしまうんですね。ですから、集めてこなきゃ

なんなくなる。こういうことが現実に起こるわけです。 

  それともう一つは、広域事務組合のごみ処理計画がありますものですから、構成市が上位

計画にあるため、３市のごみ行政が10年ぐらいほとんど進展していないというふうに私、感

じているんです。ですから、ごみ処理の広域化というのは理念も現実も問題が大変多くて、

現実に解決にならないというふうに考えられます。 

  ですから、ごみ行政というのは市町村の固有の事務でございますので、もとに戻して、そ

こで参加するなるべく小さい自治体で民主的に運営するのが一番いいというふうに私、考え

ますので、東総広域から速やかに撤退するのがよろしいんじゃないかと思います。 

  以上、私の意見として申し上げました。 

  次に、２番目として医療の問題のほうについて、地域医療について質問させていただきま

す。 

  先ほどお話がありまして、大体10万人当たりのお医者さんの数は、この辺の地域は大体全

国平均で200人ぐらい、10万人で200人というのが全国水準です。100床当たりのお医者さん

の数は大体10人ぐらい。両方とも欠けているんですね、実は。ですから、大体８人ぐらいで

す、100床当たり、この辺の地域。そうしますとどういう形の地域かといいますと、農村型

といいますか、地方型の医師不足なんです。ですから、絶対的な医師数が確保されませんと

問題の解決にならないということなんです。 

  そういうことがありますので、その辺をきちっと押さえた上での対策を立てる必要がある

んじゃないかと私は思うんですね。 

  ２番目の質問として、地域医療再生計画のことをお尋ねしましたけれども、旭中央から医

師の派遣はどのぐらい行っているのかと。それから千葉大から旭中央にお医者さんが来てい

ると思うんですけれども、それは何人ぐらい来ているのか。 

  次に、東金病院と県立佐原、この２つの病院は県の計画の中でどういう位置づけになって
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いるのか。私の聞いた範囲では循環器と、東金と佐原は地域医療は廃止していくという方向

が考えられているというふうに聞いているんですが、その点について確認したいと思います。 

  次に、２番目の問題について…… 

○議長（林 俊介） 太田將範議員に申し上げます。再質問は一問一答方式をとっております

ので、十分ご理解をして質問してください。 

  病院事業管理者。 

○病院事業管理者（吉田象二） うちからのほかの病院に何人かということですが、常勤とそ

れからパートという出し方をしておるわけでありますが、常勤で今３人ですか、それからパ

ートで20名弱というところだと思います。 

  それから、千葉大から何人というのは、この再生計画で何人というよりも、もともと来て

おりますので、その数は今ちょっと事前のあれがなかったものですので、かなりの数は来て

いると思いますけれども、再生計画で来たのと併せて、ちょっと申し訳ありません、今、何

十人は来ております。 

  もう一つですか。 

（発言する人あり） 

○病院事業管理者（吉田象二） 東金病院とその佐原病院との位置づけは、県の病院局という

ところがやっておりますので、それはこちらの関与するところではありません。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） 直接、特に東金病院なんです、県立の東金なんですが、ほとんど今、医

療機能がなくなってしまっているということで、ほとんど診療所に近い形になっているよう

なんですね。私、県の担当者と交渉に行ったことあるんですけれども、東金については廃止

するという話になっているようです。東金市の病院が廃止になりますと、成東の病院に余波

がいったと。行く行くは旭市にも来ているという、こういうことがあると思うんですけれど

も、その辺、事務部長、確認が大体そういう方向でよろしいんですか。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対しまして、答弁を求めます。 

  病院事業管理者。 

○病院事業管理者（吉田象二） ですから、そういう話になっているとかじゃなくて、それは

県立病院ですので、県の病院局というところがやっているのであって、それから県のほうが

廃止するかどうかについては、やっぱり県の病院局が決めることであります。特にこちらの

医療圏とは全く関係ありませんので、私どもは正確には承知しておりません。 
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○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） それと、医療再生計画なんですけれども、本来これは中央病院がやらな

くて、千葉県が音頭をとって予算も何も作れてやっているのが本来の姿だと思うんですが、

その点いかがでしょうか。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の４回目の質問に対し、答弁を求めます。 

  病院事業管理者。 

○病院事業管理者（吉田象二） これは千葉県が中心でやっております。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） 次に、３番目の問題といたしまして、大量退職ということになっている

わけですけれども、非常に病院の中のいろいろな業務内容が非常に市民にとって分かりづら

いといいますか、公開されていないんじゃないかという、そういう不安がいっぱい出ている

わけなんですね。 

  会計監査につきましては、数字的なものですから、こちらもある程度の判断はできるんで

すけれども、業務内容についての監査というのもこれから必要になってくるんじゃないかと

思うんですが、あるいは特に2,000人ということになりますとかなり大きい大企業になりま

すから、公認会計士の方で労務管理だとか業務管理、あるいは法律に関する知識だとか、そ

ういったものを持っている方を入れて運営していくというのが、中身の業務監査については

報告をいただけるという形になりますればかなり透明性が高くなると思うんですが、いかが

でしょうか。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  病院事務部長。 

○病院事務部長（菅谷敏之史） 私どもとしましては、監査は受ける立場でございますので、

そのような体制が整えば、それに従いたいと思います。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） では、４番の問題につきまして、市長にお尋ねします。 

  例えば、先ほどお話がありましたけれども、非常に抽象的なんですね。例えばお医者さん

を確保する上で、地域でもやはり開業医の方を確保しないとまずいんじゃないかと思うんで

すね。ですから、中央病院の果たしている役割というのは非常に大き過ぎまして、特に外来

で140億円もあるような自治体病院なんてほかにほとんどないんですね。大体入院だとか、

そういったところの後続医療に特化しているのが多いと思うんですけれども、そういったこ
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とになりますと、現在、非常に内科医の先生方だとか救急が縮小しているということですけ

れども、将来にわたって紹介、逆紹介ということをやっていくということになりますと、開

業医の皆さんの数が、やはり地域的に見るとお医者さんの数が全く足りませんので、そうい

った方々もやはり病院だけじゃなくて、地域においてもリクルートしてくる必要があると思

うんですね。 

  ですから、それについての例えば医院を開業するのに当たっていろんな支援ができないだ

ろうかと、市のほうで。あるいは、市内で医学生になっている方々に対する支援を行って、

帰っていただけるときには旭市で開業してください、あるいは中央病院に来てくださいとい

うような支援を市のほうとして考えてみたらいかがと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 地域医療について、本当にまさしく太田議員の言うとおりでありまして、

かかりつけ医を持つということも国の方針の中でそういった部分で推奨しているわけであり

ますし、私どもといたしましても、市の医師会とは、事業管理者も一緒でありますけれども、

綿密にいろいろな会合で話し合いをしているところであります。 

  いずれにしましても、医師を招聘するという部分については、やはり専門知識といいまし

ょうか、専門家の方々に医師を呼んでいただくということでなければ、我々政治家ももっと

もっと上の国会議員やら、相当の知名度のある政治家であれば呼べるということもあると思

いますけれども、医師会と中央病院の医師の皆さん方に紹介をして中央病院へ来てもらうと

いう以外、招聘する道はないというような思いもありますので、議員の皆さん方もそれぞれ

家族の中で医師になりそうな方も結構いると思いますけれども、そういった部分ではぜひ中

央病院、あるいはまた旭市の医師、開業していただければとそんなように思っているところ

であります。 

  そういった部分で、地元の医師会、あるいはまた滝郷診療所、飯岡診療所、そういった部

分もきちっと診療体系を整えまして、中央病院との経営の問題、そういった部分でも話し合

っていきたいなと、そんなように思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それから、すみません、奨学金の学生に対する補助ということでありますけれども、現在

も奨学金制度はあるわけでありまして、優秀な方がいれば申請をしていただきまして、奨学

金は出しているところでありますので、それ以上のことについてもし何かがあれば、またそ

ういった新たな施策をとりたいと、そんなように思っておりますので、よろしくお願いした
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いと思います。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員。 

○４番（太田將範） 地域の医療政策といいますか、それにつきましては、やはり今までここ

の自治体だけでなくて周りもほとんどやっていないと思うんですけれども、大体、市の病院

にお任せしているといいますか、お願いしているというのが、政策的なものがほとんどなん

ですけれども、やはりこれから議会も執行部もその点の話し合いをきっちり詰めていって、

医療の問題といいますか、健康の問題、これにつきましてはやはり一番の政治の果たす役割

ですから、お互い協力していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。回答は結

構です。 

○議長（林 俊介） 太田將範議員の一般質問を終わります。 

 

◇ 日 下 昭 治 

○議長（林 俊介） 続いて、日下昭治議員、ご登壇願います。 

（１７番 日下昭治 登壇） 

○１７番（日下昭治） 17番、日下昭治です。 

  平成24年第２回定例会において一般質問を行います。 

  質問の前に、昨日の市長の大塚議員への答弁でうわさを取り上げて質問されていたのでは

議員としての欠如を問われる旨があったように記憶していますが、我々議員は市民からうわ

さを聞いたけれども、この問題はどうなっているのかと問われることがたびたびあります。

真実を知ること、またそのうわさが真実につながることもあると思います。市長においても

我々同様そんなこともあるのではと思われます。特に私などはその真実を知るためによくお

聞きすることがありますので、真っ向から否定しないようにお願いしたいなと思います。 

  では、質問の１点目、入札についてお尋ねします。 

  言うまでもありませんが、入札は契約の内容を広く告知し、多人数を競争させ、そのうち

で契約者にとって最も有利な内容を提供する者との間に契約を締結する契約方式が競争契約

であり、競争契約の際、競争に参加する者に文書によって、また電子入札においては入札書

を電子入札システムにより作成し、契約の内容を表示させることが入札であると思います。 

  以上のことからして、市が実施する入札は市民にとって有利に運ばれた結果であり、また

公平、公正でなければならないと思います。 

  そこでお尋ねしますが、１点目として最低制限価格を設定される目的についてお示しいた
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だきたい。２点目、入札工事をする際、施工時の工種を決められるわけですが、現在行われ

ている契約は理解しがたく、同じ工事、同じ業務、施工するのに業種を変えて発注すること

は明瞭性に欠けるのではと思うが、その点詳しく説明願いたい。 

  次に、市長の政治姿勢について伺いますが、中央病院についてお尋ねしますが、昨日から

本日にわたって多くの議員が医師の大量退職の補完、それらに伴う診療室の閉鎖など、中央

病院の抱える問題、危機に対して質問されていますが、市長は病院は事業管理者に任せてあ

り、事業管理者をはじめとして病院での対応をお願いしたいと答弁されていたと思います。 

  経営の問題については今だけの状況で判断されることには心外を覚える、長い年月の中で

は危機もあったが乗り切ってきたと市長は答弁されていました。病院は長きにわたって努力

されてきていることは痛切に感じられる次第でございました。 

  私は経営のことではなくして市長にお尋ねしたいことは、今、抱えている問題は中央病院

のみではないのではと思います。地域医療の形態が崩壊することにより、中央病院への一極

集中による病院への負担ははかり知れないと考えられる。 

  また、圏域医療の基幹病院としての役割も果たさなくてはならないが、それらをとらえ、

これからの病院運営をどう考えられているのかをお尋ねいたします。 

  それと、質問は市長の政治姿勢でありますが、医療の分野については私などは全くの素人

であります。院長、幸いにしておられますので、今後は病院がどのような形態で進まれるの

がいいか、もしお考え等がありましたらお知らせ願えればと思います。 

  ２点目、食彩の宿いいおか荘についてお尋ねしますが、市長のお考えが中央病院や道の駅

関係の答弁とは逆に一貫性に欠乏されているように思えてならない。昨年の３月議会、震災

発生前でありましたが、リニューアル後、毎年赤字が発生し、一般会計から繰り出されてい

るが、今後運営はどのように考えられているかとお聞きしましたところ、観光拠点施設とし

てぜひ残していきたい。しかしながら、経営状況は厳しいので、経営は現状のまま経営努力

をしながら、市からの持ち出しがどこまで許容できるか、あるいは経営形態をどの時点で変

えていくか、運営委員会に諮問し、９月ごろ結論を出したい。その際、運営委員会の皆さん

には議会の意見、地元の意見など、多くの方々が参加できる公聴会なども計画してもらいた

いと熱く語っていたと記憶しています。 

  震災の影響でやむを得ないことかもしれませんが、昨日の質問でもあったように、24年度

当初予算で計上した解体費用、かけてすらいないのに減額補正を組んだり、道の駅へかける

信念とは余りにも変わり過ぎと思うが、いいおか荘をどうお考えなのか、市長の本音をお聞
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かせいただきたいと思います。 

  最後の震災復興について伺います。 

  昨年３月11日、東日本大震災から１年３か月が経過しました。復興に向け順調に経過され

ていると感じていますが、被害が余りにも甚大であったため、被災前と現在を重ねてもイメ

ージがなかなかわかない。現場を担当される執行部の皆さんは、現状を把握した上で復興に

向け頑張っています。大まかで結構ですので、今の復興の現状をお知らせ願いたい。 

  ２点目に仮設住宅入居者の件で、滑川議員、伊藤房代議員からも質問がありましたが、高

齢者の入居も多くおられるようでございますので、自宅復帰も難しいのではと思います。ア

ンケートの結果等を踏まえ、今後の住宅確保についてどのようなお考えであるのかをお示し

いただきたい。 

  ３点目、第２次の復興交付金については、申請に対し満額回答があり得ましたが、第３次

以降の申請についてお尋ねします。 

  以上、第１回質問は終わりますが、再質問は自席で行います。 

  なお、答弁については、簡潔明瞭にお願いしたいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の一般質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長、ご登壇願います。 

（市長 明智忠直 登壇） 

○市長（明智忠直） 日下議員の質問に対し、お答えをいたします。 

  私のほうからは市長の政治姿勢ということで、２番目の中央病院について、食彩の宿いい

おか荘についてをお答えいたしたいと思います。 

  中央病院については、昨日から各議員、いろいろとお話をしていただきました。質問をし

ていただきました。初めにお断りしておきますけれども、日下議員が言いました58年間黒字

でもっと信頼をしてくれということにつきましては、私が言ったわけではありません。事業

管理者がいますけれども、事業管理者がきちっとそのことは答弁をしたと思いますし、私も

そういうような思いではいるところであります。 

  中央病院の問題、現状ということでどう考えるのかということでありますけれども、中央

病院については、先ほど太田議員のほうへも答弁をいたしました。地域の拠点病院として市

民をはじめ、周辺地域の皆様の生命を守る重責を担っていることから、その経営には十分配

慮していきたいという考えであります。 

  午前中でも、昨日もお話ししましたように、今そういう医師確保の面、看護師確保の面で
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厳しい状況があるということでありますので、そういった部分では真摯にこれらを対応して

いきたいと、そんなように今考えているところであります。 

  次に、食彩の宿いいおか荘についてでありますけれども、確かに昨年の３月震災前であり

ますか、観光の拠点というようなことの中で、いいおか荘は残したい、経営改善をしながら

損失額がどのくらいまで許容できるのかというような部分は、そのときは本当に熱い思いで

語ったわけであります。3.11の大震災、当初はそんなにも被害が大きくはないのかなと、そ

んなような思いもありまして、この分では復活もできるのかなと、そんなようにも思ってい

たところでありますけれども、見積もりをとっていただいたら、やはりかなりの損害額だと

いうようなことの中で、この損害、そしてまたこれまでのリニューアル、あるいは累積の赤

字、そういったものを含めて、このいいおか荘をどうするのかということは、３月11日以降、

運営委員会の皆さん方に議論していただいたわけであります。 

  半年ぐらいかけてその結論を出して、プロポーザルで公募して、存続、観光拠点として、

このいいおか荘を残していきたいと、そんなような思いの中でやったわけでありますけれど

も、適当な応募がなかったということで、一応は断念をしたわけでありまして、断念をした

ということでそのまま残しておくということは、大変あそこの環境、そういった部分でも困

るということの中で、一度は確かに解体という部分で考えたわけであります。しかし、地元

の皆さん方の意見、議員の皆さん方の意見、私も思いもあります。あのすばらしい景観の中

での拠点施設として、何か誰かが利用していただければと、そんなような思いの中で解体は

少し遅らせてもいいのではないか、そんなような思いの中で皆さん方、大勢の地域の皆さん

方、議員の皆さん方からもお話がありましたので、あり方懇談会と、運営委員会に変わるこ

れからのいいおか荘再生に向けての、再生か解体か、そういったものに向けての議論を今し

てもらっているところであります。 

  委員が変わればいろんな部分での意見が出まして、大変ないいアイデアも第１回でありま

すけれども、かなり取り上げてほしいなというような思いの意見もいただいております。そ

ういったことでもうしばらくそのあり方懇談会の中で議論していただきまして、そして最終

的には結論を出したいと、そんなように思っておりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 病院事業管理者。 

○病院事業管理者（吉田象二） 昨日来、病院のことでいろいろご心配いただきまして、誠に
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ありがとうございます。こんなに建設的に皆さんに考えていただいたのは初めてであります。 

  平成17年に合併して、私18年に病院長になったわけでありますが、当時からまずは建物が

老朽化しましたので、建物を建て替えたいという話で、大分なかなかご同意を得られなかっ

たわけでありますが、皆さんのご協力でやっと建物も建てたわけであります。 

  その当時から、やはり今の医師不足というのについては予測がついておりまして、このま

まの病院もその形態、経営形態ですね、いいんだろうかということで、一度そういう会議を

しておりました。しかしながら、これ伊藤市長のときでありますが、これは両方一遍にやる

というのは具合の悪いと、まず再整備事業に力を入れろと、専念しろと、こういうようなご

下命で、議員の皆様もそのようなお話でありまして、ずっとやってまいりました。 

  その結果、昨年やっとおかげさまで新しい病棟ができて、そして再整備事業もほぼ終わり

に近づいたわけであります。 

  そのような経緯があります。今の医師不足というのもやはり世の中のこの流れというのが

ありまして、どうも医師の数が国際的に見ても先進諸国中一番少ないというふうなことがあ

りまして、しわ寄せはこのような地域の田舎のほうに寄ってくる、このようなことで現時点

でこのようなことが起きてしまったわけであります。 

  昨年までいろいろな手を―都会の病院に比べて何倍もの魅力をつけなければこちらに

来てもらえませんので、いろいろ工夫をして、外国人講師を呼んだり、外国へ研修させたり、

給料も都会の病院よりは少し上げたりと、このようなことをやってまいりましたが、なかな

かそれだけではうまくいかなかったというのが現状であります。 

  しかしながら、この改善する方策はいろいろ多方面から既に打っておりますので、何とか

ここで食いとめたいと、このように思っているわけであります。 

  しかしながら、これはやはり日本全体の問題でもありますので、やはり一病院としてだけ

の問題ではないと、このように今考えておるわけであります。 

  有効な限られた資源でありますので、これを地域にいかに有効に使っていただくかと、こ

ういうことについては、やはりもっといいやり方があるのかなと、このようにも考えておる

わけであります。 

  ぜひ市当局ももちろんでありますが、議員の皆さん、あるいは市民の皆さん、いろいろお

知恵を拝借して、何とか今までどおり、あるいは今まで以上にこの病院を継続、発展させて

いきたいと、このように思っております。 

○議長（林 俊介） 財政課長。 
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○財政課長（加瀬正彦） それでは、財政課からは１番の入札について、それから３番の震災

復興の（２）仮設住宅入居者の自宅復帰及び仮設住宅廃止後の自宅の確保ということについ

て回答申し上げます。 

  まず、入札の最低制限価格設定の目的というようなご質問でございました。これにつきま

しては、最低制限価格の導入目的なんですけれども、工事における品質の確保、それからダ

ンピングによる公正な取引秩序の阻害、それから下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、

それから安全対策の不徹底等を未然に防止することを目的に導入されておるものでございま

す。 

  これは地方自治法施行令第167条の10第２項の規定に基づく制度でございまして、当市に

おきましては、旭市財務規則第130条及び旭市契約事務取扱規程第７条に定めるものでござ

います。 

  ちなみに、建築工事につきましては80％、土木工事等につきましては70％と定めているも

のでございます。 

  次の施工時の業種の決定の根拠ということで、同じ工事で業種が違うということで質問が

ございました。これは多分、第二学校給食センター、それから第三学校給食センターの解体

の件だと思います。この２件は５月８日に入札を行った案件でございますが、この業種につ

きましては、解体工事を施工できる業種というのがあります。これは土木の一式というのが

まず一つありまして、これは土木構造物を取り壊す。それから、建築一式、これは建築物を

取り壊す。それから、とび・土工というのがあります。これは全般的に取り壊しができると

いう形になろうかと思います。これは建築業の許可業種の中の専門業種の中にとび・土工と

いうのがあって、主な例示という形でそういうものがあって、それに基づいて指定をしてお

ります。 

  ただ、そこの中で第二学校給食センターがとび・土工というのは、これははっきり申し上

げれば金額的なものがあります。ちなみに合併以来、解体につきましては、建築一式でずっ

と来ていました。22年は５件実施してすべて建築一式、23年以降、とび・土工がやはりでき

るということで、うちのほうはとび・土工を入れるようにしました。 

  ただ、そこの中でも23年度も５件実施して、１件は建築一式で出ています。これはどこが

違うかというと、3,000万円という一つの区切りがありまして、とび・土工の専門業種の工

事の登録業者、市内業者が一定の金額で区切りますと、実は競争性の保てない数しかない。

はっきり申し上げれば５社しかありません。そこの中で3,000万円以上については建築一式
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で出して、より広く市内業者の育成のため、それから競争性が確保できるという前提のもと

で業種を変えて出しているという状況でございます。 

  今のは状況なんですけれども、これは今回の入札に関しましては、３月議会で請願がござ

いましたけれども、そういった趣旨も参酌したと言えばそういうこともあるんですけれども、

そういったことも踏まえて、こういった業種決定をさせていただいているということです。 

  これはたまたま今回こういう形で分けているわけではないということですね。以前からそ

ういう形で分けて実施してきていたということでございます。 

  次に、震災復興の仮設住宅のその後の自宅の確保ですけれども、滑川議員の一般質問にも

答弁したんですけれども、５月のアンケート調査、この結果では再建ができないと回答した

世帯87世帯、このうち約半数が市営の復興住宅等への入居を希望していると。ただ、応急仮

設住宅の入居者のうち、３世帯がこの５月に特定入居として公募した市営住宅に申し込みを

行っていただきまして、６月中に入居する予定になっています。ですから、はっきり数を申

し上げれば40ちょっとがあと残っているのかなと思います。 

  あと、その市営復興住宅への入居を希望している世帯の希望地域別内訳を見ますと、旭地

域を希望している世帯が約23％、飯岡地域が35％、どこでもいいと回答している世帯が42％

ありました。 

  雇用促進住宅の今後の利活用のあり方について、これは先ほど伊藤房代議員のところでも

お答えしましたけれども、これは市の施策に基づいて関係条例を整備するということは、今、

雇用促進住宅は一定の家賃、低額になっていますけれども、これを収入に合わせた形で公営

住宅のような形の家賃設定、それから経過年数に応じた設定、そういったことを踏まえて条

例整備をすれば市営住宅として利活用することについては何ら問題ないというような回答を

いただいている。 

  ただ、そこの中でも空いている状況があって、当然高層階でございますから、上のほうで

はまずいとか、そういう方もいらっしゃいますので、そこは聞き取り調査をしながら、そこ

に入れる方がいれば、それは待たないでもそのままいけるのかな。そういうこともありまし

て、そういうところを検討している。ただ、今後さらに入居希望者へ詳細な再調査というか、

聞き取りをしながら、既設公営住宅の利活用と併せて、最終的な必要戸数を把握する必要が

あるだろうと、そのように考えております。 

○議長（林 俊介） 一般質問は途中ですが、２時20分まで休憩いたします。 
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休憩 午後 ２時 ４分 

 

再開 午後 ２時２０分 

 

○議長（林 俊介） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  引き続き日下昭治議員の一般質問を行います。 

  企画政策課長。 

○企画政策課長兼被災者支援室長（米本壽一） 震災復興の進捗状況のご質問にお答えいたし

ます。 

  復興計画では４つの基本方針に基づき、28施策125の事業を予定いたしました。ご質問に

対しましては、実施してきた主なもので今後の事業、そして事情によりできなかったものと、

こんな順序でご回答したいと思います。 

  このうち、実施してきた主なものとしては、道路や水道など、生活に必要なインフラの復

旧とともに被災者の生活再建のため、経済・生活面の支援や税金の減免や農水産業への支援

等に取り組んでまいりました。 

  今後の事業としましては、引き続き被災者の生活再建に取り組むほか、地域経済を再興す

るため、農水産業や商工業への支援、観光イベントの実施、道の駅の設置に取り組んでまい

ります。 

  また、都市基盤をより強固なものとするために、避難道路の整備や飯岡中学校の移転など

に取り組むほか、災害に強い地域づくりとして飯岡萩園公園で開始した海岸沿いの盛土をは

じめ、避難タワーの設置などの津波対策を進めるとともに、液状化対策として現地調査等も

行います。 

  事情によりできない事業、このことにつきましては、先般決定しました国の交付金事業を

触れたいと思います。この計画した結果、対象外とされた事業を事情によりできていない事

業に替えさせていただきたいと思います。 

  その一つは、農水省所管の農山漁村地域復興基盤整備事業といいまして、具体的には江ヶ

崎地区の農業集落排水施設の復旧というものを交付金事業にというふうに、３月の第１回議

会で説明しましたけれども、これは対象外ですよということになりました。 

  もう一つありまして、環境省所管の低炭素社会対応型浄化槽集中導入事業という事業であ

りまして、被災地における合併浄化槽を入れ替える事業、これも交付金事業で持っていった
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んですけれども、これも対象外事業とされました。 

  以上でございます。 

  それともう一つ、３番目の震災復興で第３次以降の国の交付金申請予定というご質問もご

ざいましたので、お答えさせていただきます。 

  申請については、調査、検討が進み、実施の見通しがついたものから随時行うこととして

おりますので、国は３か月ごとに受けつけると、こちらで予定しています、こちらが予定し

て立っています。ですので、６月ではなくて、第４回分の９月として災害公営住宅や飯岡地

域の統合保育所、このことについてもこれから国と協議をするという、こんな考えでおりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） では、再質問させていただきたいと思います。 

  最低制限価格決定の目的と根拠でございますけれども、品質の確保、あるいはまたダンピ

ング防止だという話でございますが、現在、旭市には低入札価格調査試行実施要綱ございま

すよね、22年３月25日告示されておるわけでございますけれども、そういったこの工事を設

定する際には、ここを第２条で低入札価格調査の対象となる建設工事は総合評価落札方式で

一般競争入札による契約を締結する建設工事とするということがあると思うんですけれども、

今、総合評価方式というのは２件だけ、たしかあったと思いますね。 

  しかし、こういった例えば今回、今、私はまだこの後、工種の関係はあるわけでございま

すけれども、先ほど解体、第二、第三給食センターの解体のことだろうと、推測して答弁い

ただきましたけれども、決してまだその工事名を挙げなかったわけですけれども、多分、資

料提供を受けた、あるいはまた質問の内容の中でそういった話もありますよと前段でありま

したので、多分そういうことだと思いますけれども、例えばあれは解体工事なんですよね。

解体工事であるわけでございますので、例えばその低入札価格というものには市の範囲の中

で多分その入札の制限価格を変更することも可能だと思うんですよね。その辺はどうなんで

しょう。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  財政課長。 

○財政課長（加瀬正彦） 今、確かにご指摘のとおり、このパーセンテージが絶対というもの

ではありません。業種の内容等によって、それはできることになってはおります。 
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○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） であるならば、やはりここの最初、冒頭申し上げたように、入札は競

争原理として、競争目的として、やはり発注者が有利な方向で行うというのが、市は発注者

になるわけでございますし、例えば市は市民のために行政をやっていただくわけでございま

すので、市民に有利な方向でやっていただかなければならないと思うんですよね。 

  こういった一方的な話でいきますことについては、ちょっと我々疑問を持つんですよ。そ

れで、これについてはいろんな、工事の、あれもありますよね、検討委員会、いろいろなも

の、あるわけでございますけれども、例えばいろんな課長さん方、出ていますよね、総務課

長、農水産課長、建設課長、都市整備課長、教育委員会庶務課長と、あるいはいろんな面で

検討をすることがあると思うんですよ。あるいは市長、そういったものについて市長から諮

問、多分その委員会でかけると思うんですよ。それで、諮問にかけて検討委員会で協議をし

てもらわなきゃならないということをここで多分、皆さんやったんですか、これ多分あると

思うんですね。 

  それで当然、市民のために有利なものということですので、例えば単純な話ですよ、今、

解体の話になっていますけれども、解体をする際に物を作るんだったらいいんですよ、当然

補償もいろんな瑕疵責任も生じますので。しかし、壊して、更地にして、市の業務内容、要

するに工事したものに沿ってやっていただく。解体でございますので、これは当然行く先は

マニフェストついていますから、多分問題がないと思うんですね。業者がそれを違反した場

合には、業者に責任、いろんな行政処分が来るわけですので、そういったものはやはり市民

の有利なものにしていただくためには、当然それを幅広くいろんなものを考える必要がある

と思うんですけれども、この辺はどうですか、財政課長、副市長ですか、このやっぱりトッ

プは。市長にもらったほうがいいですか、その辺はどうですか、お願いしたいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 取りあえず、先ほど市長はどう考えているかということでありますので、

入札をするときには、一応入札審査委員会ですか、入札審査委員会にかけるということは市

長の決裁まで来るわけですけれども、一つ一つの工事について、そのたびたびに最低制限価

格を変えるという部分がどうなのかなと、私もそこの辺はよくまだ理解しておりませんので、

あと副市長に答弁していただきますので、よろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 副市長。 
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○副市長（増田雅男） 最低制限価格の関係でございますが、やはり、やはりと言ってはおか

しいですけれども、今までその都度、業種のたびに、入札のたびに変えたことは一切ござい

ません。先ほど財政課長のほうでそういうこともあり得るとは言いましたけれども、私が承

知している中では今までそういうことはなくて、ずっとこの率でやってきております。 

  それで、先ほど議員がおっしゃるように、発注者のいわゆる税を使った市民に有利なほう

にというようなことがございましたけれども、あくまでもやはり入札のいわゆる制度の中で

私どものほうとしてはきちんとその範囲内で入札を実施していると、そういうことでござい

ます。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） 副市長ね、変えているんじゃないんですよ、一定なんですよ、分かっ

ているんですよ、それは変えていないんですよ。70％なり80％なり、それは分かっているん

ですね。そうじゃなくして、そういった業務に対しては変える必要があるじゃないでしょう

かということを言ったんですよ。当然、作るものだったら当然、次の補償というものもあり

ますから、あるんですけれども、今解体の話出ていますから言いますけれども、解体であれ

ば更地にきれいになって、片づけばいいと思うんですよ。であるから、そういうものについ

てはその際は変える必要があるのではないでしょうかということを言ったんですよ。 

  それと、市長申し訳ないんですけれども、市長、そういったもの、入札で分かりませんと

いう言葉、市長、申し訳ないんですけれども、その発言はちょっと取り消していただいたほ

うがいいと思うんです。我々が一生懸命こういう勉強して質問しているわけですので、回数

……、これで最後ですか、これ。 

○議長（林 俊介） ４回目です。 

○１７番（日下昭治） ４回目ですよね。そういうことでございますので、次のものも含めま

して、また市長その辺ね、ぜひマニフェストついているわけですので、当然ね。それと併せ

て、ごめんなさいね、もう少々。それと併せて解体業者、申し訳ないですけれども、これ受

ける業者は解体、ほとんどやっていないと思うんですよ。下請に出すと思うんですね、ほと

んどは。それで、解体業者は、多分この周辺に何社もないと思うんですよ。上はあっても。

それで、上は多分３社くらい見積もりとっていることがあるんですね、申し訳ないんですけ

れども。例えばＡ業者、Ｂ業者、６業者、７業者、上ありましたと。しかし、下は３社くら

いしかないんですよ、下請で解体する業者なんていったら。３社ではないでしょうけれども、

そういう少ないんですね、実際解体している業者は。恐らく下請でやっている業者は数限ら
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れていると思うんですよ、その解体については。 

  でありますので、見積もりは２社ないし３社からとっていることがあるということなんで

すね。その点を含めて、市長併せてお願い、先ほど市長も手を挙げていましたのでお願いし

たいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 入札審査委員会の委員長が副市長だから、副市長のほうがより詳しいか

らということで答弁をしてもらうということで、私も一応そういった部分ではちゃんと聞い

ております。ただ、事業ごとに最低制限価格を取り替えるのが、果たして市民のためのとい

うような部分、そこに働いている人はいっぱい市民がいるわけでありまして、その業者のそ

ういった部分ではある程度は決まったとおりにやってもらうということが必要なのかなとい

うような部分で、その決裁は判こをそのまま印を押しました、70％、80％ということで。 

  その次の問題は担当に答弁させます。 

○議長（林 俊介） 財政課長。 

○財政課長（加瀬正彦） 確かに業種によって最低制限価格も外すこともあり得るのではない

かと。制度上は確かにそのような制度、この表をちょっとお読みいたしますと、工事等の内

容によるこの表の率によること、この率というのは最低制限の率ですね。によることが適切

でないと認められるときは、最低制限価格の率を変更することができるという、そういう規

定は確かにございます。 

  ただ、この最低制限価格の設定の基準なんですけれども、市は土木工事等70％、建築工事

等80％という設定をしているんですけれども、実はこの率自体もちょっと低過ぎるのではな

いかというような、ちょっと国の状況、県の状況、それから近隣市の状況を見たときにはち

ょっと言われている部分もある。これは少なくとも工事費を積算していく上で、最終的には

一般管理費があって、その上に現場管理費というのがついてきます。そこの少なくともその

上の工事を全部積み上げていったときには、この価格では本来できないはずでしょうという

ような言い方をされてしまいます。これは会計検査が入ったときには顕著なんですけれども、

予定価格イコール設計価格でしょう、何でそれより下回った予定価格ができているのなんて

指摘されちゃう場合もあるんですね。 

  ですから、もともと国の単価自体がそのような形でできてきているものであって、じゃそ

れが不適正か適正かというのは、この地域の状況で確かに値段が安くできるだろうと言われ
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ればそのとおりなんですけれども、それを外すかどうかという議論はもう少し検討、研究さ

せていただく必要があるのかなということでちょっと思っております。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） あのね、次に入るんですけれども、国の制度の中で低入札価格調査制

度というのがありますよね。例えばそれを積算していって、下からこれで適正な工事ができ

るか、できないかを判断する制度があるんですよ。それでできなければそれを切るわけです

ね。例えば、できれば安いものでできるんですから、そういったものに対して早く取り組む

べきでないかなと思うんですよ。ただ、制限価格を変えるんじゃないんですよ、調査制度が

あるんですから。 

  例えば、これ国の制度です、これ。予定価格1,000万円、Ａ、Ｂ。Ａは600万円、Ｂは730

万円、Ｃ、780万円、Ｄ、820万円。それで、これ建築一式やると80％ですから、800万円で

すよね。しかし、こういったときに600万円は適当でありませんということで失格。730万円

のところは、これもちょっといろんな面で厳しいと。780万円であればできますよというこ

とが制度で認められているんですよ。であるから、簡単に制限価格を変えろじゃなくして、

そういう制度を有効に使うべきじゃないかなということです。これはもう４回目ですので次

に移りますけれどもね。 

  先ほど、工事のあれがありましたけれども、先ほど言いました特定なものを指したんじゃ

ないんですけれども、給食センターのことが出てきました。第二と第三給食センター、同じ

業務ですよね、解体工事。それをとび・土工と建築一式で出す。当然そこで制限価格が違っ

てくるんですよ。それと、とび・土工で、先ほど財政課長、答弁ありましたけれども、と

び・土工でとっている業種は市内では少ないんですね、許可をとっているの。そうですよね、

ないんですよ、多分数が。それでまして、これ出したのあれですよね、とび・土工で出した

のはＡ、Ｂランク、それで建築一式で出したのはＡ、Ｂ、Ｃランクということですので、そ

ういう公告をしてあるわけですので、とび・土工で市内業者は多分、何社もないと思うんで

すよ、許可とっているの、これで該当するもの。そうしますと、当然競争原理が薄れるとい

うことですよ。 

  例えば同じ業務をやるのに変わる、それに対して先ほど休憩ありました。その中で二、三

の議員からも疑問は持っているんですよ、そういうことに対して、同じものをやるについて、

私だけじゃないんですよね。でありますので、この際ですから、今、副市長、総務課長、農

水産課長、建設課長ね、審査委員会のメンバーですから―都市整備課長もそうです―
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庶務課長、おのおのこういったものについて、疑問ということはないでしょうけれども、い

ろんな考え方あると思いますので、おのおのお聞きさせていただきたいと思います。 

（発言する人あり） 

○１７番（日下昭治） いや、財政課長は聞いているからいいですよ。あとほかの、先ですか。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  財政課長。 

○財政課長（加瀬正彦） まず１点、ここでお話しておきたいのは、最低制限価格の話から入

っていますので、そこをお話しておきたいんですけれども、最低制限価格というのは国には

認められていないんです。これは地方自治体だけなんですね。これは地方自治法の中で認め

られている制度。国はそのために低入札価格制度というのを持っている。その低入札価格制

度も今は制度として率をはじいていきますと、少なくとも70％から90％の間、さらに相当上

ぶれした形で、その数字のところがラインが出てくる。そういう制度であるということです。 

  ですから、総合評価方式で入札をやったときには低入札価格の制度を入れてやるんですけ

れども、ちょっとよその千葉県内のある自治体では解体について、例えば低入札価格制度だ

けの率にしようかな、実はその率ではじいたときには多分70％を超える、80％よりオーバー

するような最低制限の数字になるんじゃないかなという、ちょっとそういうところはありま

す。 

  それと、とび・土工の業種の数なんですけれども、Ａは５社しかないですけれども、少な

くともＡ、Ｂでいけば14社あります。500万円未満が受けられる業者は19社あります。です

から、小さい工事についてはとび・土工で出します。だけれども、この3,000万円というの

が一つの区切りというのは、とび・土工は3,000万円以上のところでいったときには、少な

くとも今までの入札の中で3,000万円を超えたら７社以上ないと駄目だという、そういうず

っと決まりで来ているんですね。そうすると、これはとび・土工で少なくとも出せないんで

すよ。そうすると、じゃ銚子市、旭市、匝瑳市とかといって区域を広げましょうかというの

も一つの案なんですけれども、そこで確保するよりは建築一式で出せるんだから、そこの中

の建築一式で出せば、少なくとも業者が3,000万円ですから、25社対象になります。そこの

中で競争してもらうという、そういうことなんですね。その業種によってやっぱりかかる経

費等いろいろ違いますから、そういう中で今まで積み上げてきた数字というのがあって、じ

ゃとび・土工のＢをＡに入れてやればいいじゃないかと思われるかもしれませんけれども、

うちのほうの規定の中で3,000万円を超える工事は飛び越えて指名できないというような、
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そういう規定もあるんですね。 

  ですから、そういうところをすべてしんしゃくしながら今回の工事を出しているというこ

とはご理解いただきたいなと思っています。 

○議長（林 俊介） 副市長。 

○副市長（増田雅男） それでは、審査委員会のメンバー一人ひとりに聞くということでござ

いますが、私一応、委員長という立場でございますので、一応そのときの審査委員会で、先

ほど財政課長のほうから話がありましたけれども、一応3,000万円以上の場合は、とび・土

工、Ａ、Ｂ業者で現在市内には14社、それと3,000万円以上につきましては、建築工事でＡ

からＣで市内は25社と、こういうような説明の中で、委員会の中で協議をしてこのような取

り出し方をしたと、そういうことでございますので、ご理解をいただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） たまたまここに事例２点、給食センターの解体があるわけでございま

すけれども、その際、第三給食センターは確かに12社入っています。その幅がすごいんです

よね、最低、税抜きですね。下は1,900万円、上が3,480万円、それで落札価格が税抜きで

2,864万8,000円。このときに─ごめんなさい、2,864万8,000円ですか……。ごめんなさ

い、落札は2,865万円ですね、税抜きで2,865万円、落札ね。それで、最低制限価格、今申し

上げてしまいましたけれども、2,864万8,000円。いや、2,000円の差なんですよ、これ。最

低制限価格、これ2,000円もしこの上の安い方々と同じになっちゃった場合には、これ失格

になるんですよね、本当に。 

  いや、本当に微妙なところでこれすごいことをやっていますねという、先ほどうわさの話

ではございませんけれども、すごい旭市は入札してやっていますねという、それはうわさに

近い話なんですよ。それで私これとったんですけれどもね、それがそういう形につながるこ

とがありますので、ごめんなさいね、そういうことで。 

  それで、一方、第二給食センターについては、とび・土工で出してあるため、４社しか入

れないんですよ。これは確かに最低制限価格は差があります。しかし、競争する―次は

もしこれが、例えば建築一式なりで出せば、もっと入ってくる可能性あるんですね。それで、

例えば今、強硬に言っているようですけれども、これ10％下げた場合には、すごいこれ下が

る要素があるわけですよ、この入札の結果を見ましたら。でありますので、この辺をやはり

市民のためには、やはりそういった制度は市の中で出せることですので、ぜひお願いしたい
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なと、それは市長にお答えしていただいたほうがよろしいかと思いますが。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） そういった最低制限価格の問題、３年ぐらい前に一応市でも設定したと

いうことの中で、先ほども申し上げましたように、地元業者をある程度優遇したい、産業の

活性化を図りたいと、そういうような思い、あるいはまた労働者に対する安定的な雇用とか、

そういった部分も含めて、そういった制度を用いたわけでありますけれども、今回、本当に

私にしては偶然だと思いますけれども、こういうような状況であれば、また本当に公明性が

保たれるのはどうなのかなというような部分は、庁内で１回議論しなければというような部

分もありますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） じゃ最後ですので、まとめてやっちゃわなきゃしょうがない。答弁こ

れもらえなくて、もう一度やれなくなっちゃったけれどもね。 

  実は今までの中で、この入札関係でございますけれども、１者による落札ありましたねと、

この前、建設常任委員会ですか、申し上げさせていただきました。それで、その規則、要綱

ですか、それを多分求めていただきました。その際、網掛けでもらったのがあるんですけれ

ども、１枚、２枚、例えばこれもらったのが電子入札実施要綱、６条の３項までありまして、

次もらったのがこの入札の不調で12条になっていたんですね。その末はどうかといいますと、

市長は、指名競争入札において入札参加者１の者であるときは、特別な事情がない限り、こ

こで終わっちゃうんですよね。このことについてはもっとあるんですね、入札約款でおいて

も、入札参加者が１である場合は、特別な理由に限り、入札を取りとめることとする。この

電子入札要綱においても、同じような同様のことがあると思うんですよ。それで、ただ、そ

れを１者入札があった結果を見ると、これ何のために市民のためにこういうことになるのか

なと思うんですね。 

  例えば、最初に１者で入札を不調にさせているんですよ。これは双葉団地の解体撤去工事、

これは昨年の12月20日に行ったもの680万円で不調してあります。これは不調は多分１者だ

から私は不調にしたと思ったんですよ。そうしたら、今度１月24日に入札をやりました。こ

こで税抜き価格970万円。300万円くらい、これ上がっちゃうんですよ。それも１者なんです

よ。同じ会社なんです、これね。落札している会社が。その辺をやはり当然早くそういった

ものについては検討委員会が機能しないんじゃないかと思うんですよ。当然、そういうとき



 

－227－ 

にはいち早くこういう工事については、そういった組織がある、組織されているんですから、

即やるべきものと思います。それについてご答弁を願いたいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の４回目の質問に対し、答弁を求めます。 

  財政課長。 

○財政課長（加瀬正彦） 資料提供のあったものについて間が抜けていたということについて

は、ちょっと私も気がつきませんで申し訳ありませんでした。確かにこの続きは、多分両面

コピーしてあったのをそのまま片面でコピーしてしまったので間が抜けてしまったんだろう

と。ただ、改定したところはそこの部分、指名競争入札においてはということだけでござい

ます。というのは、国のほうで電子入札においては既に広く公告をしている段階で、競争性

が保たれているという前提があるということで１者入札について特に問題がないと、そのよ

うな形での通達ですかね、通知ですかね、そういうものがあったと思います。 

  それで、そこのところは指名競争入札の場合には、１者であった場合には駄目ですよとい

うことになります。ですから、それ以外のものは認められるという形になると、そういう改

定だったんです。 

  それで、双葉住宅の話がちょっと出ましたけれども、双葉住宅の解体については、確かに

これは不調になっています。というのは、最低制限価格以下だからということだけです。そ

れで再度入札を実施したということになっております。 

（発言する人あり） 

○議長（林 俊介） 規則ですので、次に移ってください。 

  日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） じゃぜひ、単なるこれ300万円上がっちゃいますので、そういったこ

とのないように、ぜひお願いしたいなと思います。 

  じゃ次に移らせていただきたいと思います。 

  院長には急に振っちゃって申し訳ないなと思っているわけです。これ多分院長は考えてい

なかったんじゃないかと思うんですよ、これは。市長の政治姿勢で出しておいたわけでござ

いますので。 

  いろいろ現状、我々、分からない部分を知ることができて大変よかったなと思っているわ

けでございますけれども、やはりこの問題について中央病院の取り巻く環境というのは、本

当に厳しいのがあるということが分かってきたわけでございます。それまで我々も実は医療

分野、先ほど申し上げましたけれども、あまり知る機会がございませんので、なかったわけ
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でございます。 

  それで、やはり診療体制が医師の不足によって内科の診療室が閉鎖されたとか、そういっ

たものを聞くことによって、こういった問題が我々の中に入ってくるというようなことでご

ざいましたので、やはり何ていうか、この本当に分からない医療分野でございますので、い

ち早くいろんな面でそういったものを知るというのが大事なのかなと思うんですよ。 

  それで昨日、大塚議員でしたね、市長、あり方検討委員会について条例の提出も準備でき

ているんだという話がございました。そういった中で、執行部のほうではやはり要綱なりで

やれることでもあるのでということでございます。要綱というのは、私が思うには要綱とい

うのは、先ほどの入札のことじゃないんですけれども、執行部サイドで変えるんですよね、

変えることが可能なんですよ、要綱であれば。議会に諮ることないんですから。しかし、条

例だと多分、議会の議決を経るわけですよ、一部改定であれ何であれ。 

  であるから、本来ならば私なんていうのは条例でぜひ出していただきたいなと思っていた

んですよ。しかし、ここにきては多分条例をこの議会には出すことは無理だと思います。し

かし、昨日の要綱で７月にも、これ議会終わったらすぐにも出したいというお話がございま

したので、その辺の時期をどういう時期で考えておられるのか、そうでなければ、まだ多分

本会議開会中でございますので、出す準備があると思うので、その辺、市長お答えいただき

たいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 条例と要綱ということでありますけれども、条例を出すということにつ

きましては、予算もかなりいるということの中で、執行部との議会との調整も必要だと、そ

ういうような部分もありまして、皆さんが考えているような方向でいきたいということであ

れば、要綱でも大丈夫ではないのかなというような思いで今いるところであります。議会が

終わったら早速、私も今回の条例案と要綱にするということの最終的な目的が何なのかなと

いう部分も、大塚議員もそこのところははっきりまだ我々にも言ってくれなかったわけであ

りまして、何が一番―医師不足を解消するためなのか、病院の自由性を持たせるのか、

そういった部分でまだ本来の意思の疎通は図っていないというような状況もありまして、そ

このところももう一回、やはりきちっと議会の皆さん方とも話し合わなければならないのか

なと、そんなような思いもあります。 

  議会が終わったらそういった機会を作りながら、要綱を作っていくというような考えでい
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たところでありますので、議会が終わったら早速そういった部分での話し合いも持ちながら、

何が今必要なのか、改革をしていかなければならないのか、それと名称も中央病院のあり方

検討委員会というのが本当にいいのかどうか、中央病院がそんなにもうあり方を検討するほ

ど今、困っているのか、そういった部分もあります。その名称についてもまだそういった部

分で精査しておりませんので、そこのところはこれから皆さん方とよく協議をしながら、早

急に喫緊に設置をしていきたいなと、そんなように思っているところであります。よろしく

お願いします。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） 期間は特定できないようでございますけれども、今、市長、予算等も

あるということをおっしゃいましたけれども、確かに自治法222条、予算を伴う条例等につ

いて、普通地方公共団体の長は、長がつくことだと思うんですよ。議会は多分、むしろそう

いうことであれば、議会から出ちゃったほうがいいんじゃないかなと思うんですよ。予算を

伴わないんですから。それで出せるわけでしょう。ただ、いろいろその前段がありますから、

協議をしてくださいと。それは自治法で決められていると思うんですよ。これ議会は予算に

関しては条例なり何なり出せないと思います。予算は長でなきゃ出せないと思うんですよ。 

  であるから、むしろこういったことであれば議会で出しちゃってくださいと、予算等につ

いては今後やりましょうよということでもよろしいじゃないかなと私は思うんですけれども。

どうしても予算、予算となりますと、何か我々議会から出せないように感じちゃうわけです

よ。その辺はどうなんでしょう。本当この、要綱でもいいんですよ、それはもう特定にもう

早速議会後６月でも立ち上げる、あるいはまたそういったものに取り組むということであれ

ば、当然それでもクリアできる問題だと思いますので、その辺をもう少し詳しくお願いした

いと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 条例と要綱ということで、そんなにも議論をすることはないと思います。

基本的にはやはり中央病院というものをどう市民の病院として維持していくかということが

肝心だと思うわけでありまして、そのことについて本当に議会と執行部、あるいはまた中央

病院の皆さん方の要望といいましょうか、そういった部分があるのかというような部分もま

だ正確には議会の中でも本当にそれでそういった検討委員会を作らなければならないのかと

いうような部分も、まだきちっとは決まっていないような私の考えでは、思いではそういっ



 

－230－ 

た部分もあるわけでありますので、そこのところは執行部にそういった部分で用意をしてい

るということでありますので、執行部に任せていただきたいと、そのように思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） ぜひできるだけ早く取り組むようにお願いしたいなと思います。 

  じゃ次に、いいおか荘に関してでございますけれども、いいおか荘あり方懇談会ですか、

懇談会で委員の名称は活用検討委員ということでございます。あり方検討委員会ということ

であれば、今後いろんな解体も視野に入ると。しかし、今後生かすと、活用ということは生

かすということだと思いますので、そういった委員の意見を取りまとめるということですか

ら、最終的に市長、その検討の結果ですか、結果はどのようなものを期待しておるんでしょ

うかね。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 期待は、私の個人的な期待は、とにかく観光拠点として大手の観光業を

営んでいる方に、ある程度任せたいと、観光業をやっている人に任せたいというのが本当の

期待感であります。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） ぜひできるだけ活用できる形のものを私も期待をしたいと思います。 

  それと、せっかくの機会でございますので、市長に意見を聞きたいんですけれども、政治

姿勢ということで出してありますので、通告の中には入っていないと思いますけれども、政

治姿勢でございますので、答弁いただければと思うんですけれども。 

  昨日、平野議員、道の駅の必要性のということでの答弁だったと思いますけれども、もし

私が間違って聞いているかは分かりません。そのときに私が聞いて返しているのは、市長が

答えたのが市長の就任時よりの道の駅はやりたい、やると言ってきていると、議会も通って

いる。また、大塚議員には総予算はとの答弁では、規模は決まっている、オライはすぬま

1.5倍であると。何ですか、その際ですけれども、反対しているのは大塚議員だけじゃない

んですかという発言もあったと思います。 

  例えば、オライはすぬまの1.5倍というのが総予算のどういう金額なのかちょっと分から

ないんですよね、総予算の金額というのが。予算を示すにはちょっとほど遠いと思うんです

よ。そして、また場所だとか経営形態とかというものを今後、建設委員会ですか、でやられ

ると思うんですけれども、そういった議論をされた結果が示されてくると思うんですけれど
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も、今後あれですか、その建設に向けた計画に対しては、もう議会、我々には問う機会はな

いんでしょうか、それだけ市長お願いしたいと思います。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 議会を通さないということはないと思います。予算が伴うものでありま

すので、議会の皆さん方にご協力をいただかなければこれはやらないと。幾ら私が思ってい

ても、議会が通らなければやれないということになりますので、ご理解をいただきたいと思

います。 

  また、オライはすぬまの1.5倍ということでありますけれども、用地も含めてそのくらい

になればなと。土地の価格も流動するということもありますので、ここには用地を除くと、

きのう答弁したのかな……、私は大体、用地も含めて、その1.5倍くらいというようなこと

で考えは持っていたんですけれども、土地の価格というのはすごく変化もするし、大体がそ

ういった1.5倍ぐらいの規模でやりたいなと、そんなように思っているところであります。 

  以上です。 

（発言する人あり） 

○議長（林 俊介） 明智市長。 

○市長（明智忠直） 蓮沼の総工費が約４億円から4.5億円だそうであります。だから、うち

のほうとしては６億5,000万円から７億円くらいの規模で、当初はやっていきたいと。その

いろんな補助金をいろんな分野で要望して申請をしていただけるような努力もしたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） じゃ昨日議会を通っておると。今の答弁だと予算を通すから、予算を

かけるから議会にはそれで諮るんだということだと思うんですよ。だから、予算に通るか通

らないかということは、何かイメージ的には本当に我々分かんない部分あると思うんですよ。

であるから、例えば前段の説明なり何なりを、いろんな議決とか、そういうことでは必要な

いと思うんですけれども、そういったものをぜひできるだけ知らせてほしいと、それで例え

ば、今、予算も結構つけてあるわけですよ。それでどうしてもこのいろいろな―今、補

助金の話も出ましたけれども、補助金が出るか出ないかはあまりよく分からないと。これ市

民に対して本当に負担をかけてしまうなということであれば、今までの経費がかかっても、

それでも場合によっては断念することも究極の判断というか、分かりませんけれども、そう
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いうこともあってもしかるべきなのかなと思うんですよ。 

  それと、一応訂正しておきますけれども、今、言ったんじゃないかなと今、ほかからも出

ましたけれども、市長、議会を通っていると言ったということです。私は聞いていないんで

すけれども。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の４回目の質問に対し、答弁を求めます。 

  明智市長。 

○市長（明智忠直） 議会を通っているということは言ったのは、総合計画が議会を通ってい

るということを言ったわけでありまして、これから、今から予算をつけるのに、その議会が

もう通っているか、通っていないかということはもう全然、自分の記憶にはありませんので、

よろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員。 

○１７番（日下昭治） じゃ私のほうも訂正しておきたいと思います。 

  しかし、市長、総合計画については基本計画はかかりませんよね。何だっけ、一番最初に

かかるの、10年間、基本構想、構想だけですよね。それであればこの間もかからないとなん

ないわけですから、その辺、間違えないでくださいよ。時間もなくなりますので、次、回数

も制限されていますので、やめます。 

  ちょっといろいろ分かんなくなってきちゃった。もう最後。 

（発言する人あり） 

○１７番（日下昭治） 復興交付金の関係に進めたいと思います。いろいろ状況について、現

状についてはいろいろ各議員が説明いただきましたので…… 

（発言する人あり） 

○１７番（日下昭治） 何だ余計分かんなくなっちゃったな、これ。 

  あのね、復興交付金で２次で２億2,000万円ですか、申請した中で１億7,000万円弱ですか、

認められたと。これ満額回答いただいたということで、多分担当、皆さんは大変満足してい

るんじゃないかなと思うんです。しかし、この新聞のコメントでございますけれども、これ

が本当にほかから比べたときに浦安市が申請額69億のやつが42億円認められたと。あるいは

そういった中で松崎秀樹市長は248億円を申請した第１次配分が9,000万円だったことを踏ま

え、１次は惨たんたる結果であったが、国に液状化の認識を改めさせるため、全力を挙げて

きた、努力のかいがあったと。今回胸を張ったということですよ。そのほかいろいろ、我孫

子市の市長もあります。何せいろいろなコメントがあるんですよ。旭市がこれ、天皇がイの
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一番でゴーサインで見えた被災地であって、これほかの市町村に比較するともっと早くやる

べきことがあったんじゃないかなと思うんですよ。 

  それで、次の３次以降については９月だと、６月は日にちがないからそういうことでしょ

うけれども。 

  それとあれですね、これけさの新聞、読売ですけれども、復興住宅早期整備をということ

で、いろいろ復興住宅の話ございましたけれども、これ８分の７、国が負担するんです、８

分の７。それで東日本震災に対しては、あまり進んでいかなかったから、今度通達がされた

ということがここ書いていますね、国交省から。来ているんでしょう、それでそういうこと

ですから。 

  第１次については、１次、何かこの東日本震災についての復興住宅はあまりなかったと。

今度、首都直下型地震も予想されているから、早くやりなさいよということだと思うんです

よ。そういったものにこういったものがあるときに、できるだけ早くやってほしいなと、被

災者は本当に困っていると思うんですよ、いろいろな中でね。87世帯ですか、いろいろなも

のがあると思いますし、そういったものをやるかやらないかは別ですけれども、そういった

ものに取り組むと。復興住宅、これやればいいということでないでしょう、今いろんな市も

事情があるわけですから、そういったものが一つ位置づけもあるんじゃないかなと。 

  それと、復興交付金をやはり国といえどもこれ限度あると思うんですよ、多分。であるか

ら、できるだけ早くいい部分を早く取っちゃおうと、そういう姿勢をぜひ向けていただきた

いなと要望しておいて、一般質問を終わりにしたいと思います。 

○議長（林 俊介） 明智市長。 

○市長（明智忠直） せっかく日下議員が復興交付金の申請を早くしろということであります

ので、計画を今、立てて、きちっと必要なものは申請をします。旭市については、復興住宅

については相当数の数は確保してありますので、これから精査をして、本当に何戸必要なの

かな、そんなような部分できちっと申請をしますのでよろしくお願いします。 

  それと、復興交付金についても税金ということは変わりないということでありまして、国

の税金をそんなにも必要最大限のものを要望したあれでは困ると、そういった考えを持って

いる人もいっぱいいますので、その辺もきちっとお願いをしておきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。 

○議長（林 俊介） 日下昭治議員の一般質問を終わります。 
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 ──────────────────────────────────────────  

 

○議長（林 俊介） 以上で本日予定いたしました一般質問は終了いたしました。 

  これにて本日の会議を閉じます。 

  なお、本会議は20日定刻より開会いたします。 

  ご苦労さまでございました。 

 

散会 午後 ３時１２分 
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